
調査結果の比較一覧 調査結果の概要

イタリア フランス UK ドイツ アメリカ

（1） 国と地方の関係、地方
自治制度(州・県・市町
村等)について

地方自治体の独立性は高く、
州、県、コムーネの3層構造を
なしている。

フランスの地方行政制度は、
1789年のフランス革命に基礎
を持つ。住民に最も近い自治
体はコミューンと呼ばれ日本
の市町村に相当するが
36,565あり、その3分の2は2
万人以下の小規模自治体で
ある。コミューンの上にデパ
ルトマン（県）が96ある。県が
いくつか集まってレジオン
（州）が作られ、それらすべて
を統合する形で共和国が形
成されている。
地方自治体は市町村、県が
単純な2層構造になっている
わけではなく、市町村と県は
並行的でそれを州が調整して
いる。

ＵＫはイングランド、ウェール
ズ、スコットランド、北部アイ
ルランドの4つの地方から成り
立っている。イングランドは2
層制（カウンティとディストリク
ト）から1層制（ユニタリー）へ
移行過程にあり、完全移行し
た地域、一部移行した地域、
従来のままの地域がある。大
都市圏ディストリクトはユニタ
リーと同格であるが、ロンドン
特別区とシティの上にグレー
ター・ロンドン・オーソリティが
ある。ウェールズ、スコットラ
ンドはユニタリーに、北部アイ
ルランドはディストリクトにほ
ぼ1層化されている。

地方自治が強く、文化行政や
教育行政に関しては州政府
の管轄である。州は16あり、
その州の下に郡と市町村が
ある。

50の州とワシントンDC、グア
ムなどの属領、プエルトリコな
どの連合地域からなる。自治
権は連邦政府に委任されず、
州に対してとくに禁止されて
いない権限は州に留保され
る。

（2） 地方制度の段階(層構
造)と、公共図書館の
ネットワークについて

国立図書館は、ローマとフィ
レンツェの2つの国立中央図
書館や国立歴史館の付属図
書館を含め、50カ所ある。こ
の大部分は文化省の書籍文
化中央局が管理・経営してい
る。
コムーネレベルの公共図書
館は、あらゆる面で図書館ご
との独立性が高く、同一コ
ムーネの中のウェブサイト内
でもリンクが張られている程
度で、「中央館→分館」という
関係は薄い。そもそも、このよ
うな関係自体がないコムーネ
もある。 ネットワーク面では
SBNが全国的なネットワーク
を形成している。公共図書館
だけでなく、大学図書館や専
門図書館も含まれている。

市町村に属する市町村立図
書館（指定市立図書館・市町
村立図書館・パリ市立図書
館）と、デパルトマンに属する
県立貸出図書館がある。州に
属する図書館は存在しない。
1992年の法律により、市町村
立図書館の中で近隣自治体
への支援を使命とする地域
拠点市立図書館（BMVR）が
創設され、10万人以上の都
市などに32館指定された。こ
れにより、市町村立と県立の
連携協力が深まっている。国
の役割には、技術的調整によ
り、蔵書構成、コンピュータ・
サービス内容の確認などがあ
る。

広域行政となっており、その
中で中央図書館と分館、ブッ
クモービル（BM）という層構造
になっている。

公共図書館に関する連邦レ
ベルの法律は存在せず、公
共図書館の設置は州法に
よって定められている。した
がって、地方制度の層構造と
公共図書館の層構造は必ず
しも対応していない。需要に
応じて個々の図書館が果た
すべき機能段階（レベル）─
─基礎的需要、高度の需要、
専門的需要、高度の専門的
需要の4レベルが設定されて
いる。各図書館はどれか一つ
の機能段階に属し、特定の課
題を帯びる。図書館ネット
ワークは、この図書館機能を
もとにした構築が目標とされ
ている。
公共図書館と大学図書館と
の間の協力は比較的活発に
なされている。

公共図書館の設置・運営につ
いては各州が州法において
定めており、図書館行政は州
ごとに独立している。公共図
書館ネットワークは、市町村
立図書館の中央館・分館ネッ
トワーク、郡図書館・市町村
立図書館ネットワーク、州内
の各公共図書館を結ぶネット
ワークなど、多層的な図書館
システムが構築されている。
50州のうち47州が電子的な
ネットワーク事業に関する計
画または調査を行っており、
そのうちの39州が実際に運
営を行っている。

（3） 公共図書館の設置・運
営に関する関連法令の
体系について
（憲法を含む関連法令･
条例の体系、図書館設
置の制度的位置づけ）

図書館法は国立図書館を対
象としており、州法は独自に
図書館法に相当するものを制
定している。地方自治体に属
する約6,000の図書館は、州
が独自に定めたいわゆる図
書館法によって規定されてい
る。結果として国立図書館と
公共図書館の関係は、ネット
ワーク上のつながりを除いて
はなきに等しい。

法的環境については古文書
や歴史的建造物といった文
化的な部門と違い、図書館に
関する法は存在しない。これ
は図書館の使命、役割などが
一般的な法的文書として規定
されていないことを意味して
いる。ただし、拘束力のないも
のとして、1991年に高等図書
館評議会が採択した「図書館
憲章」がある。

憲法典は存在せず、UK議会
が制定する法令及び慣習法
が拠りどころである。全国を
対象とする図書館法は存在し
ない。イングランド地方と
ウェールズ地方で共通の図
書館法（1964年）を制定し、ス
コットランド地方も別に図書館
法（1955年）を制定している。
北部アイルランド地方は、政
令（1972年）のなかに図書館
の規定がある。
すなわち、UKにおける公共図
書館は、各公共図書館法や
教育・図書館令で設置・運営
することが規定されており、国
の中央図書館と公共図書館
は法令上直接の関係はな
い。

図書館に関する連邦レベル
の法律は存在せず、連邦政
府内に図書館担当部署も存
在しないため、公共図書館の
設置・運営方針や財政につい
て連邦レベルでの統一はみら
れない。図書館の設置は、州
法によって定められる。
また、公共図書館が同時に大
学図書館である(大学内に公
共図書館が設置される)場合
もあり、公共図書館と大学図
書館との間に制度上の違い
はあまりない。

図書館行政は州ごとに独立し
ており、公共図書館の設置・
運営に関する規定は州法とし
て置かれている場合が多い。
州法で定められる内容は、主
に、財源確保のための徴税
に関する権限の付与と制限
について、また図書館運営を
管理するための機関の設置
について、である。
連邦政府レベルで置かれて
いる公共図書館に関する法
令は、図書館サービスの改
善・向上を意図した連邦補助
金交付事業の運営に関する
規定を定めた「図書館サービ
ス・技術法」である。ただし、こ
れは州や地方の図書館法ま
たは図書館条例の上位に位
置づけられるものではない。
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調査結果の比較一覧 調査結果の概要

カナダ ロシア 中国 韓国 日本

（1） 国と地方の関係、地方
自治制度(州・県・市町
村等)について

カナダは、10の州、3つの準
州からなる連邦制をとるが、
広さと人口密度に差があるた
め統一的な地方制度はなく、
州が直接統治している場合、
郡と市町村と2層になっている
場合と、郡だけの場合、市町
村だけの場合など様々であ
る。

ロシアの地方制度は、連邦
構成主体、地方自治体の2層
から構成されている。連邦構
成主体は、共和国、州、地
方、自治管区および独立市、
あわせて89の地方行政体で
ある。その下に地方自治体
がある。地方自治体は、都市
居住区域、農村居住区域、
地方自治郡、都市地区に分
類される。

地方制度は、基本的に省級、
地級、県級、郷級の4層に分
けられる。省級地方には、22
省、4つの直轄市、5の民族自
治区および2つの特別行政区
（香港、マカオ）がある。地級
地方は、自治州、地級市（市
轄区や県を管理できる）およ
び直轄市の市轄区がある。県
級地方は、県（内蒙古自治区
の旗を含む）、自治県（内蒙
古自治区の自治旗を含む）、
県級市（市轄区や県を管理し
ない）および地級市の市轄区
がある。 郷級地方は、郷、民
族郷、鎮からなる。

日本と同様2層制だが、大都
市と地方では自治体制度が
異なる。大都市にあたるソウ
ル特別市、6つの広域市、日
本の県に該当する地方圏の
広域自治体である「道」が9つ
あり、この下に基礎自治体で
ある「市」「郡（区）」がある。さ
らに下部の単位として邑・面・
洞があるが、担当事務範囲
は住民により密着した分野に
限定されている。

地方行政は地方自治の本旨
に基づいた公共団体として一
般的に市町村と都道府県の2
層構造である。

（2） 地方制度の段階(層構
造)と、公共図書館の
ネットワークについて

地方制度が多様なため、公
共図書館の法的制度的位置
付けも多様で、公共図書館の
階層構造も州によって異な
る。それぞれの州における地
方制度の層構造と公共図書
館の層構造が一致している
か否かは不詳である。公共図
書館は州政府に属しており、
州政府に全責任が任されて
いる。

公立図書館も、連邦構成主
体レベル、地方自治体（つま
り市町村）レベルの2層になっ
ている。構成主体レベルに
は、それぞれの構成主体の
中央図書館として、共和国国
立中央図書館、州立中央図
書館、地方中央図書館など
1,018館がある。市町村のレ
ベルには、その地方自治体
の中央図書館のほか、都市
部の図書館、町村部の図書
館47,740館がある。

公共図書館はそれぞれ独立
に存在する。市の図書館は市
の文化管理部門の所管にあ
り、区の図書館は区の文化管
理部に属する。市の図書館と
区の図書館は、行政の上で
のやり取りはなく、補助・指導
という役割でのみ関係を持っ
ている。

自治体の行政事務は固有事
務（自治事務）と委任事務に
分けられる。地方自治法施行
令によって、公共図書館・文
庫の設立及び運営は、それ
ぞれ市・道と市・郡・自治区の
固有事務とされている。韓国
の行政階層は広域自治体と
基礎自治体で構成されたとて
も単純なシステムであるにも
関わらず、図書館行政の面で
連邦制国家の連邦政府、州
政府、自治体の関係は複雑
であり、国内公共図書館の設
立及び運営は市・道と、市・道
教育庁の固有事務に分けら
れる。

地方行政制度の2層構造は
図書館行政にも反映されてお
り、市町村立図書館は主とし
て当該市町村の住民などを
対象としたサービスを実施
し、都道府県立図書館は主と
して当該の都道府県の住民
などを対象としたサービスを
実施するとともに、当該都道
府県内の市町村を対象とした
協力支援、市町村図書館間
の連絡調整の業務を行って
いる。市町村間では独自に相
互協力のネットワーク形成も
試みられている。

（3） 公共図書館の設置・運
営に関する関連法令の
体系について
（憲法を含む関連法令･
条例の体系、図書館設
置の制度的位置づけ）

図書館行政は各州の自治事
項であるが、地方制度が多様
なため、公共図書館の法的
制度的位置付けも多様であ
る。州レベルでは公共図書館
を管理する州の図書館法が
あるが、準州にはそれぞれの
図書館法はみられなかった。
連邦レベルにおいて図書館
に関連する法律は、カナダ国
立図書館・公文書館（LAC）に
関する法律だけである。

図書館関連の分野におけ
る、連邦政府の各構成主体
向けの法律は「図書館業に
ついて（1994）」「書類の必須
謄本について（1994）」「全ロ
シアを対象とする図書館の日
の規定について（ロシア連邦
大統領令,1995）」である。
これらと地方自治法の規定
により、各地方自治体は、図
書館の設置のための条例、
規則、規程等を定める。

図書館事業の強化に関する
国家文化部の指示が1955年
に頒布され、公共図書館の主
要任務について記されている
が、図書館法については現在
に至るまで存在しない。図書
館に関する法律といえば、
省・自治区・市図書館事業条
例、すなわち省・自治区・市図
書館の工作条例があり、全国
各図書館の機能と役割が規
定されている。一方、文物保
護法は文化財事業を発展さ
せる法的根拠であり、同時に
文化遺産の保護に関する有
力な措置である。さらに、著
作の帰属問題及び権利と義
務について規定した著作権法
がある。

図書館関連の基本法として
「図書館及び読書振興法」が
ある。1963年の図書館法制
定、1991年の図書館法廃止
と図書館振興法の制定を経
て、再度改正されたものであ
る。その内容には、図書館の
目的、定義、司書職員の配
置、国家と地方自治団体に対
する公共図書館設置の勧
奨、図書館の使用料、監督機
関などの規定をはじめ、政府
による図書館振興基金の設
置、国および地方自治団体の
公共図書館設置・育成の義
務化、図書館情報協力網の
機能・構成・運用、国立中央
図書館及び公共図書館の
「読書の生活化」のための施
策の樹立及び実施、国立・公
立図書館長の司書職任用の
規定などが盛り込まれてい
る。

憲法―教育基本法―社会教
育法を受けて図書館に関す
る法律として図書館法があ
る。このほか、図書館設置等
に関する法として、地方教育
行政組織及び運営に関する
法律、地方自治法、地方公務
員法などがある。また図書館
活動に関係の深い著作権法
などがある。これらの法律に
はそれぞれ施行規則、施行
令等がある。地方自治体は、
図書館法および地方自治法
の規定により、その設置のた
めの条例、規則、規程等を定
めている。
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調査結果の比較一覧 調査結果の概要

イタリア フランス UK ドイツ アメリカ質問項目

（設置・運営主体） 公共図書館の設置主体、運
営主体は国ではなく、地方に
一任されている。

公共図書館はそれぞれの地
方政府の首長の権限の元に
置かれている。1988年の法令
により、公共図書館は国の文
化通信省図書・読書局の監
督下に置かれるとの政令が
出され、国からの調査の回答
は知事が行っている。
州に属する図書館はなく、市
町村立図書館、県立貸出図
書館がある。市町村立図書
館は、①指定市立図書館、②
その他の市町村立図書館、
③パリ市立図書館の3つに分
けられる。大都市の市立図書
館は①の指定市立図書館に
属し、全部で54館があり、フラ
ンス革命時の没収財産の保
存を目的に設置された。指定
市立図書館以外のすべての
市町村立図書館が②で、一
般図書が中心である。③のパ
リ市立図書館は行政上特別
の扱いであり、一般図書中心
の地区館と専門図書館計55
館がある。県立は98館となっ
ている。

イングランド地方とウェールズ
地方で単一の図書館法を制
定しており、1964年に公共図
書館・博物館法として大幅に
改正された。このうち、イング
ランドでは、公共図書館を設
置する権限は、かつてカウン
ティ、ロンドン、大都市ディスト
リクトに限定されていたが、
1972年に授権された事務とし
て地方自治体が遂行すること
になった。現在は移行過程に
あり、ユニタリーもしくはカウ
ンティが担当しており、大都市
圏では大都市圏ディストリクト
が担当している。ロンドンで
は、GLAではなく、ロンドン特
別区やシティが担当してい
る。
ウェールズは、ユニタリーが
担当する。スコットランドはス
コットランド公共図書館法によ
り、ユニタリーと島部カウンシ
ルが担当する。
北部アイルランドではディスト
リクトとは別の地域委員会が
担当している。

公共図書館の設置および運
営は、多くの場合、地方自治
体の文化予算と州の奨励金
によって行われている。
公共図書館は自治体立のほ
か、教会（主にローマカトリッ
ク）が設置するものも数多くあ
り、規模は小さいが、人口が
比較的少ない地方における
サービスを補完・実現してい
る。さらに、会社組織等による
私立の公共図書館もある。

アメリカでは、もともと市民か
らの働きかけによって公共図
書館が設置されてきた歴史的
経緯がある。現在でも、公共
図書館の設置は、地方自治
体もしくは学校区や行政区な
どが独自の判断においておこ
なっている。
州は、州法により下部組織で
ある自治体に設置などの許
可を与えている。州政府レベ
ルにおいては州立図書館を
設置し、州全域の図書館サー
ビス活動を展開している。
公共図書館の政策決定は、
行政機関である図書館委員
会が行っている。図書館委員
会は、任命ないし選挙によっ
て選ばれた一般市民から構
成される。

（4） 公立図書館に対する国
家レベルの体制と方針
について（国立中央図
書館の法的･制度的位
置付けと地域の公共図
書館の関係／中央省
庁の担当部署／公共
図書館振興国家戦略な
ど）

国立図書館は、独立した4機
関と国立大学の図書館を含
めて47機関あり、全イタリア
の図書館ネットワークの重要
な核を形成している。あらゆ
る面で図書館ごとの独立性が
高く、同じコムーネ内でも中央
館・分館という関係は薄い。
国が管理しているのは国立
図書館のみで、公共図書館
振興に関しては地方に一任し
ている。SBNは国から補助金
が出されていたが、後に独自
に予算が計上されるように
なった。文化財・環境省（現文
化省）が管轄している国家戦
略としては、SBNによるネット
ワーク化だけである。

国立図書館と公共図書館は、
文化通信省図書・読書局の
監督下にある。所管するの
は、読書公共図書館開発部
である。一方、これらの図書
館の上級司書の人事権およ
び上級司書養成は、国民教
育省の図書館・美術館・科学
技術情報局（DBMIST）にあ
り、二重構造になっている。
フランス国立図書館は、かつ
ては国民教育省の監督下に
あったが、1981年からは文化
通信省の監督下にある。公共
図書館との関係は、大学図書
館や公共図書館の協力を得
て1,300万件の総合目録を作
成する「フランス総合目録
（CCFR）計画」が進行中で、
共同収集機構も設けられてい
る。

国の中央図書館である英国
図書館と公共図書館は法令
上直接関係していない。ただ
し英国図書館は、納本と全国
書誌の作成などは担当してい
る。
また、英国図書館と地域の図
書館との関係については、近
年新たな動きが出てきてい
る。2003年2月から協力・パー
トナーシップ・プログラムの一
環として遠隔地域サービスの
最初の対象地域に、イングラ
ンド地方の北東地域と南東地
域が決められた。
イングランドの文化・メディア・
スポーツ省（DCMS）では、今
後10年間公共図書館サービ
スの戦略ビジョンを策定し、こ
の中で21世紀の公共図書館
サービスの使命として、読書
と学習の促進、市民へのコン
ピューターリテラシー教育や
電子情報サービスの提供、コ
ミュニティにおける社会的包
含の推進の3つを掲げてい
る。

統合前のドイツには2館の国
立図書館があった。現在は、
ドイツ図書館として3つの国立
図書館が存在するが、連邦
制度になじまないと考えられ
ているため中央図書館は設
置されていない。3つの国立
図書館のうち、ライプツィヒと
フランクフルトは出版物を、ベ
ルリンのドイツ音楽資料館は
音楽資料の収集を主な役割
としている。これら国立図書
館と地方の公共図書館との
間には、直接的な結びつきを
定める規定はない。
公共図書館振興に関する方
策を立案する役割は、「ドイツ
図書館研究所」が担ってきた
が、これは1999年に廃止され
た。必要性の高いものは他機
関への移管や新設の中央機
関への継承が図られている。
また、現代ドイツの公共図書
館を大きく方向づけたものと
して、1993年の第5回ドイツ図
書館会議で発表された『93年
図書館』がある。

1990年代の全米情報基盤事
業(NII事業)、情報スーパーハ
イウエイ構想が、現在の公共
図書館政策の転換と推進の
原動力となった。NII事業に基
づいて、学校や図書館におけ
るインターネット・プロバイダ
への通信費用負担を軽減す
る目的で、ユニバーサル・
サービス基金が援助を行って
いる。（E-Rateプログラム）

（5） 地方自治制度の段階
別の公共図書館数（分
館・サービス拠点を含
む）について

全国的な統計データは得られ
なかった。イタリア図書館協
会の発表によれば、2001年
の段階で公共図書館は約
6,000カ所に存在する。例え
ば、エミリア・ロマーニャ州の
公共図書館は450館あり、う
ち359館が市町村立、3館が
県立である。しかし、全国的
にみると、南北の格差や都市
部への偏在という問題があ
る。

市町村立図書館は、1999年
度の調べで2,795館が存在
し、指定市立図書館は54館、
パリ市立図書館55館、市町村
立図書館2,686館（うち地域拠
点市立図書館32館）となって
いる。うちレコードやCDの貸
出を行う館は1,479館、ビデオ
の貸出を行う館は841館あ
る。
これとは別に、県立図書館は
2003年度の調べで98館ある。
そのうち、分館を持たない図
書館が52館、1つ持つのが28
館、2つ持つのが13館、3つ持
つのが3館、4つ持つのが2館
である。

UK全体の公共図書館数は
4,170館である。その他にブッ
クモ-ビル等を利用した移動
図書館が664館、病院等その
他のサービス・ポイントが
17,103カ所ある。

地域行政府全体では5,788館
あり（うち市町村が4,981館）、
このほかカトリック教会3,794
館、プロテスタント教会893
館、その他の経営母体109館
で、計10,584館の公共図書館
がある（2003年時点）。

50州とコロンビア特別区で
9,129館の図書館がある。内
訳は、地方自治体立の図書
館が4,993館（54.7%）、広域自
治体立が1,558館（17.1%）、非
営利団体立が1,359館
（14.9%）、学校区が775館
（8.5%）、その他135館（1.5%）と
なっている。
これとは別に、州立図書館が
137館ある。うち、中央館が47
館、分館が70館、ブックモー
ビルは20台運行されている。
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（設置・運営主体） 公共図書館行政は州の自治
事項である。担当する部局の
名称は州によって異なるが、
その多くは、教育または文化
に関連する部局が扱ってい
る。
図書館の資金は州と自治体
から出され、連邦政府は時
折、特別な計画に対して補助
金の提供をおこなう程度であ
る。

連邦レベルの図書館（いわゆ
る国立図書館）は9館ある。
構成主体レベルには、それ
ぞれの構成主体の中央図書
館として、共和国国立中央図
書館、州立中央図書館、地
方中央図書館など1,018館が
ある。市町村のレベルには、
その地方自治体の中央図書
館のほか、都市部、町村部に
図書館がある。町村部の図
書館は47,740館である。

省・自治区・市・件がそれぞれ
の公共図書館を所管している
が、公共図書館振興政策の
立案や運営費の支出はすべ
て国家文化部である。公共図
書館の設置は政府が行い、
日本と異なり地方自治体が行
うことはできない。

公共図書館の設置・運営は、
原則として地方自治体に委ね
られている。
図書館は公共図書館（公立、
私立および国立中央図書館）
と大学・学校図書館に分けら
れる。公立図書館は、市・郡
（区）立、市（広域）・道立があ
る。

公共図書館は、日本の法制
度を基準とした場合、公立図
書館と私立図書館とに分類さ
れる。すなわち図書館法で
は、地方自治体が設置する
公立図書館と、民法34条に基
づく社団法人、財団法人が設
置する私立図書館に分けら
れている。さらにいかなる人
でも設置することのできる図
書館同種施設がある。このほ
か、立法府に国立国会図書
館が設置されているが、組織
上の関連性はない。
公立図書館は市町村立、都
道府県立のほか、事務組合
立(複数の市町村が共同で事
務を行う組合)がある。

（4） 公立図書館に対する国
家レベルの体制と方針
について（国立中央図
書館の法的･制度的位
置付けと地域の公共図
書館の関係／中央省
庁の担当部署／公共
図書館振興国家戦略な
ど）

連邦政府に図書館政策を推
進するための独立した部門は
存在しない。しかし、カナダの
国立図書館・公文書館（LAC）
に関する法律により、カナダ
政府は、カナダ全体の公共図
書館の発展と情報関連計画
を推進・援助する任務をLAC
に与えている。LACは、政府
の特別委員会に参画し、法案
の提出を行ったり、図書館関
係者と政府を結ぶ窓口となっ
たりしている。
一方、地域連携の進んだ国を
めざす、という国家的戦略に
基づいた事業の一つにコミュ
ニティ・アクセス・プログラム
（CAP）があるが、これは都市
圏から離れた地方の図書館
にインターネット接続に必要
なコンピュータを設備するた
めの補助金を出すというもの
である。

国立図書館は書誌学、図書
館学、図書学の研究センター
であり、公立図書館間の相互
協力のため、あらゆる援助を
行っている。ロシア連邦国立
図書館は、補助専門教育と
再教育の研修センターがあ
り、ロシア国家図書館にも研
修センターがある。
ロシア連邦文化省は、FTPと
いう連邦企画プログラムの中
で制定された「ロシアの文化
（2001-2005）」プログラムに
基づき、図書館の現代化計
画を実行し始めている。ロシ
ア連邦の情報図書館ネット
ワーク「Libnet」形成、ロシア
連邦書誌保存プログラム作
成、法的情報の公共センター
計画、図書館事業に携わる
職員の技能向上プログラム
の実施、市立公共図書館の
改良（運営改善、最新技術導
入によるサービスの向上）な
どである。

公共図書館振興策を立案し
たり、公共図書館運営費の支
出を行う中央省庁の部署は、
国家文化部である。国立中央
図書館は、国家文化部に所
属するが、地域の公共図書
館との直接的関係はない。
中国にはこれまで図書館法
がなかったが、近年になって
国家文化部による図書館法
の基盤が形成され、まもなく
図書館法が施行される。この
図書館法の施行によって、中
国の公共図書館は全面的に
発展することが予想され、図
書館情報学の専攻課程の普
及や司書資格制度の誕生も
考えられる。

国における図書館政策は
1990年の文化部新設に伴
い、それまでの教育部から文
化部（現文化観光部）に移管
されるとともに、図書館行政
を専門に担当する部署として
図書館博物館課が新設され
た。ただし、行政組織の再編
にもかかわらず、全体の図書
館の90%以上が教育部（現在
の教育人的資源部）の管轄で
あり、図書館政策の樹立と執
行の一貫性に課題が残る。
一方、国が設置・運営する国
立中央図書館（文化観光部
所属）は、国の刊行物の収
集、国家書誌の発刊及び標
準化、国家文献情報体制及
び図書館協力網運営、海外
図書館との国際交流、他図書
館に対する指導支援及び司
書職研修等の業務を担当す
る。このほか、国立中央図書
館ではないが、立法府である
国会が設立した国会図書館
があり、図書館についての調
査研究、他の図書館に対する
各種の指導・援助も行う。
図書館分野の総合的な研究
は1990年代から始まり、「21
世紀公共図書館発展方向及
びモデル開発研究(1996)」
で、図書館情報化に関する公
共図書館の長期発展政策推
進方策が提示された。さら
に、図書館情報分野に関する
初の総合計画である「図書館
情報化総合計画」が2000年
に策定された。

日本の場合、国立図書館は
立法府に属する国立国会図
書館のみであり、それと地方
公共団体が設置した公立図
書館との制度上の関係はな
い。ただし、図書館法には国
立国会図書館と緊密に連絡
し協力することが規定されて
おり、国立国会図書館法も奉
仕及び資料について、公立図
書館を経由して国民に最大
限利用させることを規定して
いる。
行政府の文部科学省は所管
する国立図書館をもたない
が、地方公共団体の教育委
員会を通して公共図書館振
興施策の実施を図っている。
また、2001年には「公立図書
館の設置及び運営上の望ま
しい基準」を定めている。

（5） 地方自治制度の段階
別の公共図書館数（分
館・サービス拠点を含
む）について

連邦政府には全国の図書館
を管轄する省庁がないため、
組織的・恒常的に図書館に関
する統計データを収集してい
る機関はない。唯一、LACが
管轄する全国中核図書館統
計プログラムが、1994年から
1999年までの間に定期的に
統計報告書を発行していた。
それによると、1999年当時、
州立図書館があるのは10州
のうち5州、準州立図書館は3
州すべてに設置されていた。
州レベルのサービス拠点は
11館、また州より下のレベル
の公共図書館は910館、サー
ビス拠点は2,739カ所であっ
た。

全国の公共図書館は48,767
館あり、連邦レベルおよび構
成主体レベルには1,027館
（総合図書館798館、青年図
書館40館、子ども図書館117
館、視覚障害者のための図
書館72館）あり、地方自治体
レベルの図書館は47,740館
（市部に設置10,087館、町村
部に設置37,653館）となって
いる。町村部の公共図書館
は、数にして全公共図書館の
約80%を占め、1館あたりサー
ビス人口は10,000人である
が、地方自治体レベルの図
書館システムの末端に位置
し、上位の図書館とはかなり
様相を異にする。

2000年の統計では全国の公
共図書館は2,769館で、そのう
ち県レベルが2,330館（84.1%）
である。

2003年の韓国図書館協会の
統計では、公共図書館は462
館ある。

市町村立図書館の数は2,668
館であり、市・区立1,636館
（61.3%）、町立936館（35.1%）、
村立96館（3.6%）となってい
る。このほか、都道府県立63
館、事務組合立（つまり広域）
4館があり、公共図書館の総
数は2,735館である。
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（6） 地方自治制度の段階
別の公共図書館設置
率について

全国のコムーネ数は8,101
（2003年）であり、公立図書館
は約6,000カ所（2001年）存在
するため、1自治体当り設置
率は74.1%となるが、1つの自
治体に複数館設置されている
場合もあるため正確な値では
ない。また、各段階において
も所属が明確でない図書館も
あり、それらを含めたデータ
はない。

県立図書館は設置率100%で
ある。36,565コミューンに対す
る公共図書館（県立を除く
2,795館）の設置率は、単純計
算で13.1%となる。

UKにおいては、図書館設置
権限を有する自治体は、基本
的広域行政体あるいは地域
委員会であるため、基礎自治
体レベルの図書館設置率は
公表されていない。なお、イン
グランド地方のユニタリー、カ
ウンティ、大都市ディストリク
ト、ロンドン特別区段階、
ウェールズ地方のユニタリー
段階、スコットランド地方のユ
ニタリー段階、北部アイルラ
ンドの地域委員会レベルでの
設置率はすべて100%で各地
域に何らかの図書館システム
がある。

段階別の公共図書館設置率
について数値を示す資料は
存在しない。ただし、13,854あ
る市町村に対して、市町村立
図書館は4,981館であるから、
単純計算すれば設置率は
36.7%となる。

19,429あるミュニシパル（市町
村レベル）に対して、公共図
書館は4,993館であるから、単
純計算すれば設置率は25.7%
となる。

（7） 複数の自治体にまたが
る図書館ネットワーク、
コンソーシアム等につ
いて

SBN （全国図書館ネットワー
ク）が1979年に発足し、1,300
館以上の図書館のデータ
ベースがネットワークされて
いる。

地域内の大学との連携やフラ
ンス国立図書館の全国的な
目録作りに協力する図書館
ネットワークがある。

全国的に行われている①電
子レファレンスサービス（Ask
a Librarian）と②先祖の系譜
調査サービス（Familia）に加
え、地域単位でいくつかの図
書館設置団体から構成され
ているコンソーシアムがある。
例えば、イングランド東部地
方では、地域の6つの図書館
設置団体が共同で情報提供
サービスである「リクエスト」が
行われている。その他図書館
設置団体と大学からなる図書
館の相互支援（相互扶助）の
ための枠組みや宝くじ収益金
を活用した公共図書館員の
研修プログラムなどがある。

地方制度の層構造と公共図
書館のネットワーク、システム
の層構造とは必ずしも対応し
ていない。
図書館ネットワークは、①基
礎的需要、②高度の需要、③
専門的需要、④高度の専門
的需要のいずれかの機能段
階に各図書館が属することで
特徴づけられている。

全国の公共図書館の77.2%が
図書館ネットワークのシステ
ムに参加している。

（8） 図書館に対する一般国
民の意識、公共的な文
化施設としての認識の
状況

地域の利用者登録率が人口
の10%を超えるところは少な
く、図書館に対する国民の意
識は低い。

詳細は不明である。 公共図書館に対する一般国
民の意識を示す調査データ
はない。公共図書館が、当
初、労働者に対する貧困救済
や道徳心の涵養を目的として
始められたとされる歴史的な
経緯からすれば、市民生活に
密着したものと見ることができ
る。公共図書館は、国民の生
涯学習、レジャー、文化、研
究・調査のためのものであ
り、多くの図書館では、情報
通信技術を利用するための
講座を開くなど時代に合わせ
たサービスを提供して、市民
が民主主義社会における判
断をする際に必要な情報や
技術を提供している。また、
公共図書館を市民生活に身
近な存在とするべく、図書館
から遠く離れた地域にBMを
通じアウトリーチサービスが
実施される際にも、情報通信
技術を生かしたサービス提供
が行われつつある。

ドイツの公共図書館像は、参
考図書館というにはほど遠
く、利用者に情報センターとし
て印象づけられることもなく、
レファレンス資料、情報資料
とも少ないため、貸出図書館
としての存在感もない。

1996年のベントン財団が行っ
た電話インタビュー調査によ
れば、国民が公共図書館に
求める役割は、デジタルと紙
媒体の情報資源を結びつけ
る複合的役割や、人々が情
報を発見するために本を読
み、借りることができ、コン
ピューターを利用することが
でき、オンラインサービスを利
用することができる場所であ
ることであった。さらに、子ど
もや老人を対象としたサービ
スも求められている。
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（6） 地方自治制度の段階
別の公共図書館設置
率について

地方制度が多様なため、単
純に設置率を算出できない。
1999年のデータでは、都市部
に住む285万人、もしくは人口
の93%の人が公共図書館を利
用していることがわかってい
る。州別にみると、図書館及
びサービス拠点1カ所あたり
対象人口の多いのはケベック
州の38,010人/カ所、対象人
口の少ないのはユーコン準州
の2,052人/カ所となっている。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 基礎自治体253に対して、公
共図書館は462館あるため、
設置率は100%を超えている。
ただし、日常生活圏の中で図
書館サービスが行われるべき
であるという基準からみれ
ば、行政区画（邑・面・洞）単
位でみた設置率は低く12.0%
である。特に、大都市である
ほど公共図書館が不足して
おり、ソウル、釜山、大邱、仁
川、蔚山など5大都市では設
置率が10%にも満たない。

都道府県における設置率は
100%、市・政令市・特別区に
ついては（685/701）97.7%、町
で46.4%、村で16.8%となってい
る。

（7） 複数の自治体にまたが
る図書館ネットワーク、
コンソーシアム等につ
いて

全ての州に図書館ネットワー
クシステムがある。しかし、図
書館の設置数、システムにお
ける図書館間の協力方法は
州によって異なる。

図書館間のネットワークやコ
ンソーシアムに関する事実確
認はできていない。ただし、
図書館ネットワークを統合す
る目的でロシア全体の情報
図書館ネットワーク「Libnet」
の作成が始まっている。

中国文化部は、2000年まで
の行政課題として、全国の省
クラスの図書館、市クラスの
図書館、40%の県クラスの図
書館で自動化運営の実現、
中国図書館情報ネットワーク
の設立を、さらに市クラス以
上の図書館と30%以上の県ク
ラス図書館でインターネット接
続を目標にした。北京、天
津、上海、珠江三角洲、長江
三角洲で先行実施し、さらに
2010年までに県クラス以上の
図書館間でオンライン・ネット
ワークの実現を掲げた。ネッ
トワーク化が進んでいるのは
東部の発達地域であり、上海
図書館は1996年からHorizon
システム、浙江図書館は
Innopacシステムを導入し、深
ｾﾝ市図書館が開発したILAS
システムはネットワーク版が
すでに全国各地の大規模・中
規模図書館で応用されてい
る。公共図書館のネットワー
ク化とデジタル化が早かった
のは広東省で、2001年には
ネット図書館を開設した。

詳細は不明である。 広域的な連携協力組織網、
ネットワークの形成はかなり
多く試みられている。そのほ
とんどは図書館間の「約束」と
して行われており、法的根拠
をもった地方公共団体の協定
などは少ない。また当該地方
公共団体内または近隣の地
方公共団体などにある大学
図書館その他の関係機関と
の連携等も追求されている。
コンソーシアムの例はまだな
い。

（8） 図書館に対する一般国
民の意識、公共的な文
化施設としての認識の
状況

1998年の「市民レポート」によ
ると、公共図書館は、市民が
必要とする公的サービスの中
で、民間部門のサービス（11
位）、市役所のサービス（17
位）、国・州のサービス（20位）
をはるかにしのぎ、消防署に
次ぐ2位と評価されている。多
くの州別の調査でも、公共図
書館は地域に欠くことのでき
ないサービスであると認識さ
れている。公共図書館は人々
の生活に密接に関連している
ということができる。

公共図書館は、国民向けの
情報センター、情報プロバイ
ダー、カルチャーセンターとし
て、さらに複数民族社会にお
ける文化コミュニケーションの
中心として、多文化環境で社
会的パートナーシップを形成
するために一定の役割を果
たすことが期待されている。

詳細は不明である。 国民の認識に関する調査は
ないが、民間レベルで図書館
建設の運動がさかんであるな
ど高い関心を示している。

1992年に政府が調査した「生
涯学習に関する世論調査」で
は、生涯学習に利用する施設
として図書館は25.7%と生涯
学習施設全体の中で最も高
い要求度を示した。地方自治
体の世論調査においても要
求度は高い。図書館に期待
する機能として、読書活動を
保障する機能のほか、生活
やビジネスなどで必要とされ
る情報、資料の提供が求めら
れている。このようなニーズに
応えるため、住民の資料、情
報の収集能力とその活用能
力を高めるため電子情報の
利用、インターネットの活用、
資料検索の端末機の利用な
どの講習を定期的に実施して
いるところも増えている。
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（9） 公共図書館サービスの
基本理念、一般原則に
ついて

州ごとに基本理念は異なる。
図書館サービスの深化をめざ
し、一定時間の開館時間の確
保を図るため、開館時間に関
する規定を奨励的においてい
るところもある。

公共図書館サービスは、公読
書（Lecture Public：公教育と
対等の概念で、国民に対する
図書館サービスの保障を国
や公共団体に義務づける概
念）の発展を追求する。基本
理念は、1991年の図書館憲
章第3項で「公共図書館はデ
モクラシーの行使に必要な
サービスである。それぞれの
個人が知的自由を確保し、社
会の発展に寄与するために
公共図書館は、図書への平
等なアクセスを保障しなけれ
ばならない」とある。国におけ
る図書館の管理は国民教育
省と文化通信省が所管してお
り、公共図書館は文化通信省
が担当する。ただし、図書館
総監督局にまたがる部局が
ある。地方公共団体の役割
は、所管の図書館の方向性
を定め、そのための予算を与
えることである。

図書館における基本理念とし
ての公開性・無料性について
はイングランド、1964 年公共
図書館・博物館法（Public
Library and Museums Act
1964）第7条及び第8条におい
て明確に規定されている。

公共図書館は、公的機関に
よって財源が確保されている
こと、そのコレクションやサー
ビスがすべての人の役に立
つこと、また誰もがそれらを利
用できること、利用を望む人
が利用できる開館時間である
ことが求められている。その4
点において「公」的性格をもつ
のだとされる。

1939年のアメリカ図書館協会
による「図書館の権利宣言」
の中に、6つの基本方針があ
る。これは、①著者の出身等
を理由とする資料排除の禁
止、②党派や主義を理由とす
る資料排除の禁止、③検閲
の禁止、④表現の自由、⑤個
人の出身等を理由とする図
書館利用の制限禁止、⑥個
人団体への公平な提供など
が挙げられている。また、同
時に無料の原則が示されて
いる。

（10） 著作権の保護、図書館
の公共貸与権、出版社
への保障などについて

公共貸与権制度は採用され
ていない。私的利用のための
複製は法で認められている
が、複写機の利用報酬が定
められており、イタリア著作権
出版社協会を通して分配され
る。貸与には報酬は支払わ
れず、権利者の許諾はある
一定の条件のもとで不要であ
る。

2003年に公共貸与権制度に
関する法律が可決された。知
的財産権法典、社会保障法
典、書籍の価格に関する
1981年8月10日の法律の改
正、などを含む図書館におけ
る貸与のための報酬及び著
作権の社会的保護の強化に
関する2003年6月18日の法律
及びその委任を受けて、2004
年8月31日に制定された３本
の政令から構成される。これ
により公共貸与権制度の導
入に関する長年の議論に終
止符を打つべく編み出された
「文化の和平(Paix
Culturelle)」の制度において
は、国と図書館設置主体によ
る徴収・分配事務、書籍商に
よる定価代理徴収などが特
徴となっている。

著作権法の規定には、図書
館の定義がないが｢著作権規
則｣に公共図書館における著
作物の複製を許す適用除外
規定がある。これは、営利を
目的とした図書館には適用さ
れない。また著作権法では、
公共図書館が資料を貸し出し
ても公共貸与権の範囲であ
れば著作権の侵害にならな
い。1979年に公共貸与権法
を定め、1982年の規程で図書
館の資料貸出冊数に応じて
補償金を支払うことを規定し、
政府の資金をもって運用を開
始した。公共貸与権の適用
は、市民が借りることを前提
とした図書館の所蔵する資料
である。公共貸与権の存続期
間は、言語や美術などの著作
物の保護期間と同じで、著作
者の没後70年間。DCMSの所
管である公共貸与権制度は、
登録している著作者(3万人以
上)に対し2004年時点で72億
100万ポンドの政府拠出金
を、2004年～2005年度でUK
の全土の32図書館設置団体
からサンプル抽出して、その
貸出実数から換算して補償す
る額を算出した。

連邦と州は1990年代から、著
作権利用会社WORTに「図書
館印税」を支払う図書館制度
の運用を奨励している。公
立、教会及び私立の公共図
書館の書籍の利用について、
出版社と著作者の要求が概
算で精算される。その他、録
音媒体の貸出や美術利用等
の協定により、公共図書館に
おける無償のメディア利用が
確保されている。
また、州と連邦は、著作権法
上保護された著作のコピーか
ら生じる請求を一括して支
払っているため、図書館設置
者たる自治体と教会は、支払
い義務を免除されている。

アメリカ著作権法では、著作
権者に排他的権利が与えら
れているが、その制限として、
第107条にフェア・ユースによ
るもの、第108条に図書館に
よる複製などがある。また、
以前、一部には公共貸与権
を制定しようとした動きもあっ
たが、現在では連邦議会にお
いてはそのような議論はみら
れない。

（11） 貸出開始時期を遅らせ
るなどの著作者への配
慮について

頒布権の最初の行使から少
なくとも18カ月経過したことを
条件とする。頒布権が行使さ
れていない場合には、著作物
や映像の完成から少なくとも
24カ月が経過したことを条件
とする。

著作者の報酬に関しては、そ
の受領権限はフランス文芸著
作者利益協会SOFIAなど文
化担当大臣により認定された
団体に限られている。国の負
担は、学校図書館を除いた図
書館の登録利用者数をもとに
算出する。図書館設置主体
の負担は、書籍の公売価格
の6%と定めている。書籍を販
売した納入業者に対して書籍
代金と同時に徴収される。受
領は、著作者及び出版者の
分と、文芸及び翻訳業従事者
を対象とした補充退職金制度
の分担金に充てられる部分
の2つに分かれている。著作
者と出版者は半分ずつ分配
される。

貸し出し開始時期を遅らせる
など、著作権利者との共存へ
の配慮が明示されているもの
は見当たらない。CDについて
は、発売後3カ月間は貸出が
できないとされている地域が
ある。2002年度、UK総出版点
数は125,390点で、総売上高
は国内および海外での売上
高を合わせて3,240,000,000ポ
ンドである。図書館の図書購
入費は88,685,934ポンドで、
資料購入費は121,633,892ポ
ンドである。本の売上高に占
める図書館の購入割合は、
2.7%である。その他の資料の
売上高に占める図書館の購
入割合は、3.7%である。

（10）を参照のこと。 （10）を参照のこと。
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（9） 公共図書館サービスの
基本理念、一般原則に
ついて

ユネスコ公共図書館宣言
（1994）に則し、2002年にカナ
ダ公共図書館協会により、公
共図書館の無料原則が宣言
された。ただし、州によって
は、無料が適切でない貸出
サービスについては代金を請
求してもよい、という規定もあ
る。一方で、貸出を受けるた
めの会費を徴収する州もある
（アルバータ州とケベック
州）。

図書館分野における法律「図
書館事業について」の規定に
基づいて、公共図書館は図
書館サービスを提供する。

中国の図書館法の性格をも
つ「図書館工作条例」で「マル
クス・レーニン主義と毛沢東
思想を宣伝し、中国共産党と
政府の政策・法令を宣伝し、
人民に共産主義と愛国主義
教育を施行する」ことと明記し
ている。マルクス・レーニン主
義や毛沢東思想は中国のあ
らゆる社会制度の基盤であ
り、図書館および図書館情報
サービス、図書館情報政策の
思想的基盤であり、中国国家
の政策目標と方向に直結して
いる。つまり、マルクス・レー
ニン主義や毛沢東思想は学
会および協会の性格をもつ中
国図書館学会の章程（規程）
や普通高等学校図書館規程
（大学図書館規程）にも現れ、
中国の各種図書館で採択す
る「中国図書資料分類法」で
はマルクス・レーニンおよび
毛沢東思想と著作を最上位
においている。

公共図書館基準に示される
公共図書館の使命は、主に、
図書館協力網の構築と活性
化を図り地域住民が多様で
広範囲な情報と知識が得ら
れるようにすること、地域間、
階層間の情報格差の解消に
努力することで国家的知識拡
散に寄与すること、というもの
である。また目的は、多様な
資料と施設、ボランティアを通
じて、地域住民の情報セン
ター機能、地域社会の文化生
産機関、あらゆるレベルの公
共教育を支援する生涯学習
機能をもち、地域社会の知識
向上と文化発展を図る、とい
うものである。

1950年の図書館法により、無
料・公開など近代図書館の理
念が規定されている。日本図
書館協会による「図書館の自
由に関する宣言」は、図書館
は不当な圧力や検閲を排し、
資料収集・提供について自立
した判断をし、利用者の読書
などの秘密を守ることなどをう
たっており、規範として図書館
の理念を支えている。

（10） 著作権の保護、図書館
の公共貸与権、出版社
への保障などについて

著作権法は、著作者の権利
を保障しているが、公共図書
館における複写は公正利用
を条件に例外として認められ
ている。カナダでは1986年か
ら公共貸与権が採用されてい
る。カナダの公共貸与権は、
カナダ文化遺産省所轄の公
共貸与権委員会によって処
理される。2002年には、
13,269人の著作者(個人)が、
50,878のタイトル分の補償
（平均支払額727ドル、最大
3,675ドル）を受けている。
『カナダ書籍産業』によると、
1996〜97年の出版産業全体
の売上はほぼ20億ドルあり、
そのうち約3億2,000万ドルが
公共図書館で資料の購入に
費やされたと推測される。ち
なみに、1998年では、大きな
公立図書館は約6,600万ドル
を新しい図書館資料の購入
に支出している。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 2000年の著作権法の改正で
図書館間における「伝送権」
が新設され、2003年改正で
「図書館補償金支給制度」が
規定され、オンライン・データ
ベースの使用による補償金
支給が義務化された。これ
は、他の図書館で電子化した
フルテキストの検索や印刷を
すれば「韓国複写伝送権管
理センター」を通じ、著作権に
一定の著作権料を支払う制
度である。

図書館の公共性に着目して、
著作権法では、図書館におけ
る資料の複写を著作者の権
利が及ばない例外として扱っ
ている。日本の図書館の資料
購入費は、年間出版販売額2
兆5,000億円のわずか1.4%の
350億円に過ぎない。また、公
共貸与権が昨今論議になっ
ているが、（社）日本図書館協
会は時期尚早との見解をもっ
ている。

（11） 貸出開始時期を遅らせ
るなどの著作者への配
慮について

カナダの図書館は、著作権法
に従いアクセス著作権許可の
代価を払っており、著作権者
に対する追加の配慮は特別
行っていない。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 公貸権問題について最近議
論が始まったばかりで、その
他の配慮はなされていない。

著作者への配慮といった視
点から新刊書の貸出開始時
期を遅らせるということはな
い。
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（12） 個々の公共図書館の
使命（ミッション・ステイ
トメント）について

大学図書館ではミッション・ス
テイトメントを公表していると
ころがあるが、一般の公共図
書館では特にミッション・ステ
イトメントは公表されていな
い。

個々の図書館のミッションス
テイトメントは一般的に広く公
表されている。

個々の図書館ではなく、図書
館設置団体ごとに計画(Plan)
や戦略(Strategy)という形で
使命が示されている。例え
ば、政府資料・地域新聞、フィ
ルムコレクション、詩集などの
特殊コレクションによる研究
支援、地域の中小企業の
ニーズに合わせたビジネス支
援、子供達に対する宿題支
援、地域の団体やイベント、
交通機関、などの地域情報、
COBWEBというWebベースの
地域情報、地域の歴史に関
連する資料を提供するサービ
ス、障害を持った人々への
サービスなどが使命として示
されている。また長期的な計
画として地域研究資料をデジ
タル化し、保存していくことも
挙げられている。

4～5年前からミッションステイ
トメントを公表している公共図
書館があるが、各図書館の
個別のイニシアチブでおこ
なっており、一般化しているわ
けではない。公開している場
合でも、起業支援や就業支援
については明記されていな
い。

個々の図書館のミッション・ス
テイトメントに関する統計調査
はみられないが、図書館の規
模に関係なく、一般的に広く
公表されている。また、それ
ぞれのミッション・ステイトメン
トの内容から、利用者に向け
た情報アクセスの提供、生涯
学習支援などのサービス提
供機関としての役割を意識し
ている傾向がある。

（13） 地域社会の情報ニーズ
の定期的な調査などに
ついて

古き良き図書館の伝統を守る
という意識が強いと思われ、
「地域のニーズを掴む」という
考えが定着していない。また
こうした事に関する定期的な
調査などを行った記録もな
い。

図書館に関するいくつかの全
国的な機関が様々な調査を
行っている。その中には地域
社会の情報ニーズに関するも
のも存在するが、詳細は不明
である。

文化・メディア・スポーツ省
が、2001年1月に発表した「公
共図書館基準」中に、各図書
館設置団体が、少なくとも3年
に一度は、公共図書館利用
者調査を実施することが定め
られている。イングランドと
ウェールズでは、基準に従い
調査が実施されている。ス
コットランドと北部アイルランド
では、あまり調査が実施され
てこなかったが、北部アイル
ランドでは、最近実施された。
調査では、開館時間、職員の
専門的知識、職員の有用性、
図書やその他資料、情報
サービスや質問サービスに関
し大変良い・良い・普通・良く
ない・非常に良くないの5段階
で尋ねている。結果としては
良いという評価が大半を占め
ている。｢良くない・非常に良く
ない｣という評価は、各項目と
もほぼすべての設置団体で、
10%未満である。

アンケート調査などは小さな
図書館でも定期的にやってい
るようである。複数の図書館
による調査や、異なる種類の
文化施設などとの共同のニー
ズ調査もなされている。ケル
ン市立図書館などでは、企業
ニーズを直接聞くために企業
に出向くといった例もある。こ
うした調査には特に規定があ
るわけではなく、各図書館で
の個別の展開となっている。

地域社会や図書館利用者の
ニーズを捉えるための利用者
調査が、各州または各図書
館で独自に行われている。
ウェブ上に調査結果を掲載し
ているところもある。

（14） 公共図書館の整備や
運営費の負担について

基本的にはコムーネが全面
的に運営の任務を果たしてお
り、地方の公共図書館の年間
運営経費は全額地元の負担
である。国、州、県、市町村が
それぞれが管理しているた
め、上位自治体や中央政府
からの補助金は、SBNなどの
費用を除いて削減傾向にあ
る。

基本的には地元自治体が負
担する。国から地方への援助
は、地方分権化への一般基
金（DGD）として一括して行わ
れている。DGDの枠の中で、
公共図書館への援助は3つ
の形をとる。1つめは、制度の
運用に対する援助が、2001
年度で1億1,800万フラン以
上、2000年には1,361の自治
体に対して行われている。2つ
めは、地方文化局によって審
査された投資に対する援助
で、2001年度2億1,800万フラ
ン以上が充てられた。3つめ
は、地域拠点市立図書館
（BMVR）の建設に対する援助
であり、2001年度で6,400万フ
ランが充てられた。

地方政府に対する交付金・補
助金は、国家収入の約1/5が
割り当てられる。一般的な交
付金・補助金と利用目的が限
られる特定補助金がある。地
方自治体の歳入の74%が中
央からの補助金で占められて
いるため、図書館の整備に関
して地元自治体の負担額は
少ないと考えられる。例えば、
既に終了した事例であるが、
2002年末でいちおう事業を完
結した「市民の図書館
(People's Network)」という事
業では、新機会基金（New
Opportunities Fund：NOF）か
らの補助金をもとに公共図書
館のネットワーク環境等の整
備を行った。
なお、2003年度からは別の新
たな補助金が始められた。
DCMSが策定した公共図書館
のためのビジョン、未来への
枠組み(Frame of the Future)
を実現するための補助金であ
る。2003年度は883,000ポンド
が、使途限定補助金として、
博物館・図書館・文書館評議
会に交付されている。そして、
博物館・図書館・文書館評議
会では実際に519,000ポンド
の補助金を公共図書館や関
連団体に交付している。
なお、各図書館の運営費に
関する詳細は、不明である。

公共図書館活動は、市町村
および教会の任意事務に属
する。一般の公共図書館で
は、地方自治体が資金を負
担しており、上部の自治体が
出すのは例外的である。市町
村の財政が小規模な地方の
み、上部の自治体が財政支
援を行っている。
ただし、地方自治体の財政状
況悪化のため、公共図書館
予算は厳しくカットされ続けて
おり、利用無料の原則を放棄
し、年間登録料などを課して
いる図書館が多い。利用料金
は各図書館の運営費に充て
られている。
特別なプロジェクトについて
は、上部の公共団体から出
資されることもある。例えば、
ハンブルクの図書館には、地
域の図書館の書誌データを
共有できる総合目録プロジェ
クトのための資金が州から出
ている。

公共図書館は各自治体の財
源で運営されている。財源
は、売上税などの一般歳入の
一部、目的税として財産への
課税をおこない財源とするも
の、公共図書館による課税権
により課税して財源とするも
の、などに分かれる。連邦政
府は、1996年からは図書館
サービス・技術法に基づいて
補助金交付業務（2005年の
図書館事業の予算として、2
億595万ドルを予定）を管理し
ている。
公共図書館総運営予算は、
全国で82億2,261万9,000ドル
で、連邦0.6%、州12.7%、地方
77.3%、その他9.4%である。人
口規模の小さい公共図書館
ほど運営予算に占める連邦
資金及びその他の寄付等に
よる収入の割合が高くなる傾
向にある。（2001年度）
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（12） 個々の公共図書館の
使命（ミッション・ステイ
トメント）について

多くの公共図書館が、館の使
命についての文書を公表して
おり、いくつかの例みると、地
域コミュニティへの情報ニー
ズに応えることが公共図書館
の最も重要な部分だと考えら
れる。また、図書館起業支援
や就職支援のための情報提
供は重要であるとして、イン
ターネットを通じ、すべての
人々が就職情報を利用でき
るよう図られている。

地域の知的資源の収集、保
存、維持、提供することは公
共図書館の目的であり、社会
的な役割である。そのことが
個々の図書館のミッション・ス
テイトメントとして書かれてい
る。公共図書館の使命は、そ
れぞれのウェブ上で公表され
ている。

個々の公共図書館の使命に
ついては、ウェブサイトで公表
されている。その中に、地域
社会の情報収集保存に責任
をもつ、住民の情報ニーズに
応えるということが、明記され
ている。

2003年度の図書館基準で明
記されている。それぞれの図
書館も公表している。

図書館の運営方針等は、毎
年出される教育委員会の方
針の中で明らかにされる。ま
た設置条例、自治体の基本
計画、教育行政計画などにも
盛り込まれているが、住民に
とってわかりやすいものとなっ
ているとは言いがたい。そこ
で、図書館の運営計画・方針
の立案と公表、また意見を聞
くこと、さらにその結果につい
て点検評価を求める動きが顕
著となっている。これらの中
に、地域の資料情報収集、保
存、提供に関する記述も盛り
込まれている。住民の課題解
決に資することについては、
具体的な事業の内容を記さな
くても明らかにしている。

（13） 地域社会の情報ニーズ
の定期的な調査などに
ついて

地域社会のニーズの把握に
ついて、定期的な調査が行わ
れているかどうかは不明であ
る。

詳細は不明である。 地域社会の情報ニーズを把
握するため、「アンケート調
査」、「意見箱設置」などが行
なわれている。定期的な調査
も行なわれているが、各図書
館の事情によって、調査の頻
度は異なる。

特に定期的な調査は行われ
ていない。

地域の要求を捉えるためのも
のとして、通常は自治体が行
う世論調査があり、これに図
書館の問題を取り上げる場
合がある。図書館としては、
来館者に対する調査や利用
者懇談会を行って地域社会
の情報ニーズの把握に努め
ている。

（14） 公共図書館の整備や
運営費の負担について

一般的にはそれぞれの州の
図書館法のもと、市町村など
により設置されている。新た
な図書館設立に対して、連邦
政府は直接的な支援はしな
いが、州政府が関与する事例
は多い。つまり、図書館は一
般に、州政府からの支援を受
けて市町村によって設立運営
される。状況が異なるのは、
プリンス・エドワード・アイラン
ド州であり、ここでは州政府が
図書館職員と蔵書に資金を
出し、市町村が建物と内装を
整備している。
そのほか、図書館は、複写費
や貸出延滞金により収入が
ある。友の会グループやその
他の資金援助グループも図
書館財政に貢献している。都
市部の大規模な公共図書館
の場合、負担割合は、市町村
が84.2%、州が8.7%、連邦政府
が0.6%、図書館の雑収入
4.7%、寄付0.8%、その他1.1%と
いう割合である。小さい図書
館ほど寄付と雑収入が大きな
影響を持つと考えられる。
連邦政府は、特別なプロジェ
クトにだけ資金を提供する。
（たとえば、サマージョブやイ
ンターンシップで若い人たち
を雇用するヤング・カナダ・
ワークス・プログラムなど）

詳細は不明である。 中国の公共図書館は、すべ
て政府の補助金で運営され
る。

「図書館及び読書振興法」に
おいて、設立・運営する地方
自治体の一般会計から公共
図書館の運営費を負担し、国
がその地方自治体に経費の
一部を負担する、と定められ
ている。文化観光部は自治体
の公共図書館に対する国家
補助金の支給基準を、「建
設」の場合には用地買収費を
除いた20%、「農漁村公共図
書館施設」には50%を支援し
ている。
2001年度の予算計画をみる
と、総予算114,301百万ウォン
の中から図書館情報化部分
は財源が国費で68,900百万
ウォン、開発役務費14,193百
万ウォン、ハードウェア購入
費766百万ウォン、ソフトウェ
ア購入費4,500百万ウォン、通
信網21百万ウォン、その他
49,420百万ウォンである。

図書館は自治事務であり、基
本的には教育委員会が要求
し、自治体の長が策定して議
会の承認を得た予算により執
行する。住民の税金によりま
かなうことが通例である。
自治体の一般財源の中に
は、国から配分される地方交
付税がある。地方交付税は
行政水準の平準化を目的に
政府が管理執行しているもの
であり、このなかに図書館に
かかる経費も積算されてい
る。平成16年度分として、人
口100,000人の市を基準に積
算された図書館経費は人口1
人当り732円であり、人口
1,700,000人の道府県を基準
に積算された図書館経費は
人口1人当り153円である。な
お、平成16年度地方交付税
総額（当初予算額）は16兆
8,861億円である。
政府の補助金は制度上図書
館法に明示されているが
1998年以降事実上運用され
ていない。その後も設備関係
の補助金が続いていたが、こ
れも2003年で廃止された。し
たがって現在、基本的に政府
からの補助金はない。都道府
県が市町村に補助金を出す
例も、最近は皆無となってい
る。ただし連携協力の事業の
負担については、多くは都道
府県負担が通例となってい
る。
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（15） 図書館の建設整備に
PFIなど、民間資金活用
の試みについて

公共工事に関する法律（98年
415号法）が策定されたがPFI
導入の実践例は少なく、図書
館には導入されていない。

詳細は不明である。 PFIは、1992年にUKで行財政
改革を発展させたものとして
導入され、1997年ブレア政権
での地方自治（契約）法制定
によりPFIの導入が推進され
た。また、PFIよりも広いPPP
（Public Private Partnership）
も行われるようになった。 図
書館におけるPFI(PPP)事例
は、イングランドのボーンマス
図書館において、PFIを活用し
中央図書館を建設し、IT設備
導入が行われた。また、同地
方のニューキャッスルでは、
新しい図書館の建設 、改修、
小規模な増築がPFI事業で始
められている。その後、中央
図書館ビルの施設維持を25
年間民間に任せる内容のも
のが実施されようとしている。

公共図書館の直接の設置者
および維持者は概して市町村
であるが、特徴的な存在とし
て、財団法人による経営、有
限会社による経営がある。例
えばハンブルク公共図書館は
私的な財団法人だがハンブ
ルク州の支援を受けている。
また、ギュータースローは、市
とベルテルスマン出版株式会
社財団法人との契約に基づ
き有限会社が設立され、市立
図書館はその中に組み込ま
れており、市と財団は共同出
資者の関係にある。
地方自治体の、国庫式予算
計画と従来の上意下達的統
制からの脱却が、新経営モデ
ルあるいはニューパブリック
マネージメントなどの形で浸
透し始めている。

建設設備については管理運
営の項（下記）などを参照され
たい。

（16） 公共図書館の運営を民
間に委託することにつ
いて

職員研修に民間団体から講
師を招くこと、職員を派遣する
ことなどは行われているが、
日常業務の民間委託は行わ
れていない。

基本的には公共図書館の管
理運営は設置自治体が行う。
業務の部分的委託が行われ
ているかどうかは不明であ
る。

PFI等を活用して図書館施設
の建設や改修とその後の施
設維持などが実施されている
事例があるが、図書館の運
営までは民間に委託していな
い。

たとえばシュリースハイム市
立図書館は、市と図書館購買
センターにより有限会社が設
立されたが、運営は全面的に
有限会社が行っているという
点で、民間への全面委託とも
いえるが半官半民の要素も
ある。このような例は注目を
集めているが、また一般的な
傾向ではない。

カリフォルニア州のリバーサ
イドカウンティは、25の分館か
らなる図書館の運営をLSSI社
に全面委託している。LSSI社
はそれまでにも議会図書館な
どで目録作成の仕事など行っ
ている会社であり、同社はリ
バーサイドカウンティ公共図
書館のほかにこれまで8州12
機関の委託を受けている。

（17） 各段階の公共図書館
の経営･運営の責任者
について

図書館の責任者は図書館長
である。館長の上に市町村議
会や行政権を持つ委員会が
あるが、最終的に図書館に対
して責任を負うのは、市町村
議会の文化担当委員会（文
化評議員）である。また、図書
館の多くに諮問委員会や運
営委員会が備えられており、
委員は市町村議会で選任さ
れ、任期は5年である。

責任者は図書館長であり、そ
れぞれの自治体の議会が任
命を行う。
図書館経営・運営の監督者
は、基本的には各自治体で
ある。国は、技術的調整を行
い、蔵書構成、コンピュータに
よるサービスの内容について
点検する。

UKにおいて各公共図書館の
運営は、各公共図書館設置
団体により異なっている。しか
し、基本的にチーフライブラリ
アン（Chief Librarian）が、責
任者となっている。チーフライ
ブラリアンは、公共図書館だ
けでなく、学校図書館や情報
通信技術サービスなども担当
することが多い。しかし多くの
権限は、各図書館長に任され
ている。
図書館の設置主体には、カウ
ンシル、ディストリクト、ユニタ
リー、教育・図書館委員会な
どがあり、図書館の方針を決
定し、実施された業務の報告
を受け取る立場にある。

公共図書館の予算は各自治
体の議会が決定し、経営・運
営の監督も議会において行
われる。経営権は各図書館
にあり、責任者は館長で、館
長は公募される。関連雑誌や
ネット上に公募情報が掲載さ
れる。館長の採用を決めるの
は、市町村役場の人事課で
ある。館長は議会に報告書を
提出し、どのようなことをやっ
ているかを納得させる必要が
ある。

運営の責任者は図書館長で
ある。館長職は公募が多い
が、図書館委員会が選任に
あたる場合や地方公務員法
に基づき選任される場合があ
る。
地方行政組織内の位置付け
によって、公共図書館の上位
機関となる部局は異なる。多
くの場合は、教育局もしくは首
長部局に位置付けられる。公
共図書館の運営を規定する
条例や憲章については地方
議会が権限を持つ。監督を行
うのは、図書館委員会や理事
会、評議会と呼ばれる行政委
員会である。図書館委員は、
州の図書館法で規定された
方法で選出される。イリノイ州
やミシガン州などでは、選挙
によって委員を選出する。
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（15） 図書館の建設整備に
PFIなど、民間資金活用
の試みについて

PFIなどの手法が利用される
否かについては、不詳であ
る。
プリンス・エドワード・アイラン
ド州は、先述したように図書
館設立（整備）に関し明確な
方針があり、私的資金は募集
しないが、他の州において
は、図書館整備と図書館サー
ビスの維持について地域コ
ミュニティに訴える必要がある
と思われる。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 1990年代に入り行政機能の
民営化方策が推進された。
1993年に実施した第1次民営
化計画を始めとして1995年の
第2次民営化計画で図書館の
民間委託問題が顕在化した。
1998年「96の政府事業の民
間委託」の内容の中で文化部
門の委託内容は国立中央劇
場、政府刊行物及び映像製
作、国立自然史博物館などを
含めて国立中央図書館の運
用管理、図書館情報化事業
を含んでいる。行政自治部の
民間委託推進指針と地方自
体団体の図書館運営の困
難、公務員総定員制による新
設図書館の新規人材確保不
可能などの理由から図書館
運営を民間に委託する事例
が相次いでいる。

図書館建設、整備にあたって
の資金調達の方法としてPFI
への期待が高まっている。実
際にこの手法により建設に
入ったものは2例あり、かなり
具体的に検討されているとこ
ろが30例ほどある。しかしPFI
事業者側に図書館運営の実
績がないこと、営利活動が容
易ではないことなどから、現
在は他の分野に比べ図書館
での導入例は少ない。今後建
設などハード面での導入は増
える可能性がある。

（16） 公共図書館の運営を民
間に委託することにつ
いて

カナダでは、私企業に業務委
託している公共図書館は存
在しない。ただし、行政からの
資金的サポートが21％ある非
営利組織カナダ全国視覚障
害者協会（CNIB）が、視覚障
害者図書館を運営している、
という例はある。

詳細は不明である。 公立図書館運営の全業務を
民間に委託している例はな
い。

1993年の第1次民営化計画で
は公企業所有権の民営化の
実績が得られず、1996年の
第2次民営化計画では、民有
化に限らず企業経営の効率
性を目的に公企業経営の民
間企業化を指向した。1998年
には「96の政府事業の民間
委託」を発表し、図書館情報
化事業も提示された。政府の
図書館委託構想の中では、
第2次計画で地方自治団体が
運営する公共図書館に対して
委託を勧める内容が含まれ
ている。2002年データでは、
公共図書館411館中18館
(4.4%)が運営を民間に委託
し、そのうち11館（61%）が
2000年以後の運営委託であ
る。

2003年の地方自治法一部改
正により、新規図書館の建
設・運営にPFIを用いた例が
若干ながら登場し、また、既
存図書館についても指定管
理者制度か直営かの選択の
際に、指定管理者制度を採
用する自治体が現れている。
PFI手法により建設、運営され
ている市立図書館の第1号
は、2004年開館の桑名市立
中央図書館である。
図書館業務の部分委託につ
いては、2003年の地方自治
法の改正を待たず、広範に行
われていた。その多くは、目
録作成や資料装備、複写
サービスなどであったが、近
年は、「官から民へ」の大きな
流れの中で、委託の場合に
おいても委託範囲の拡大が
みられる。

（17） 各段階の公共図書館
の経営･運営の責任者
について

一般的に、公共図書館は図
書館委員会により選任され監
督されている図書館長によっ
て運営されている。
図書館長は、一般に専門的
な資格を有する司書であり、
館長は職員を選び、図書館
予算を立て、図書館を運営
し、図書館委員会の施策を実
行するための責任を有してい
る。（予算は、図書館委員会
と地方政府によって承認され
る。）また、館長は、図書館の
ための資金（寄付）集めを行
うなど政治的な力も必要とさ
れる。

公共図書館の運営の責任者
は、図書館の設立主体の長
である。

公共図書館の経営･運営の責
任者は館長である。

図書館及び読書振興法で
は、公共図書館の館長は司
書資格をもつ者と規定され
た。2003年図書館基準による
と、館長はサービス人口5万
以上は5年以上の経歴を有
し、サービス人口5万未満で
は2級正司書資格があれば
経歴不問となっている。
図書館の運営主体として、公
共図書館は、各市・道の教育
庁あるいは各地方自治体
(市・道）の所属に分かれる。
図書館の政策・管理運営は
文化観光省が担当する。地
方自治体が設立・運営する公
共図書館については、自治体
の一般会計からその運営費
を負担しなければならない、
と定められている。

公共図書館の責任者は館長
であるが、通常教育委員会が
任命発令する。司書資格をも
つ館長は15.7%に過ぎない。ま
た教育長や社会教育課長な
ど生涯学習担当部局の長の
兼務が少なくない。
運営の監督者は制度上教育
長である。教育長の補佐機関
として生涯学習担当部局の長
（部長や課長）がおり、それが
日常的実務に当たることが多
い。
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（18） 館長の経営手腕を評価
するシステム、監督者
が重視する評価項目に
ついて

図書館は、たいていの場合、
文化を担う州議会の部局の
管轄下にあり、その部局が州
内の図書館を監督する。
館長の評価は、上記の市町
村議会の文化担当委員会
（文化評議員）が行う。

それぞれの自治体によって評
価されるが、詳細は不明であ
る。

UKにおいて、直接館長を評
価するシステムはない。しか
し、公共図書館基準に基づ
き、図書館の運営状況を評価
する調査が実施されており開
館時間、貸出し、予約本の入
手、ウェブサイトへのアクセス
数、来館者数や利用者の満
足度などが挙げられている。
2004年10月にその公共図書
館基準が変更された。この基
準には、図書館へ利用者が
来ること、開館時間、インター
ネットやOPACへのアクセス、
毎年の新たな図書やほかの
資料の購入などが新たに評
価項目として設定されてい
る。

館長の経営手腕や図書館経
営を評価する統一的なシステ
ムは存在しないが、「図書館
連盟」が、図書館長にどう
いった資質が必要か、図書館
経営のガイドラインを提示し
ている。

館長の評価については、各図
書館によって異なる方法がと
られている。管理者の評価を
挙げているウイスコンシン州
の例では、評価項目は8つあ
る。①利用可能な資源を用い
て効率的で有効な図書館
サービスを提供しているか。
②館長として地域住民に好感
を持たれているか、住民は図
書館に来るのを楽しみにして
いるか。③図書館の予算執
行及び報告は適切か。④他
のスタッフとのコミュニケー
ションが図られているか、指
揮者としての力量。⑤図書館
の利用は増加しているか。増
加していないとしたらなぜか。
⑥新規事業に対して積極的・
創造的に関わっているか。⑦
評議会に対して必要な情報を
提供しているか。⑧年次計
画、長期計画の目的達成の
ために努力をしているか。こ
れらに加えて、管理者自身か
らの自己申告の機会を与える
ことが必要だと明記されてい
る。

（19） 各段階の公共図書館
年間予算総額と、1館当
りの平均年間予算額に
ついて

地方公共図書館全体の予算
は、609,470百万リラ。1館平
均すると101,527,570リラであ
る。日本円に換算すると、そ
れぞれ、43,272,370,000円、
7,208,457円となる。

1999年度予算の場合で、市
町村立図書館への予算は総
額33億3,400万フラン、うち資
料費は4億8,400万フラン
（14.5%）。県立貸出図書館
は、同年度予算で総額4億
6,300万フラン、うち資料費は
1億2,500万フラン（27.0%）で
あった。

UK全体の公共図書館年間総
費用額は930,911,442ポンド
（1館当り225,184ポンド）であ
る。
1館当りの年間経費は、イン
グランドでは245,873ポンド
で、ウェールズでは118,666ポ
ンド、スコットランドでは
170,656ポンド、北部アイルラ
ンドでは163,737ポンドであ
る。

2003年データで公共図書館
年間経常支出総額は、地域
行政府全体で684,392,233
ユーロ（1館当り118,243ユー
ロ）で、このうち市町村図書館
では622,671,290ユーロ（1館
当り125,009ユーロ）であっ
た。このほか、カトリック教会
図書館27,917,611ユーロ、プ
ロテスタント教会図書館
2,674,587ユーロ、その他の経
営母体33,899,874ユーロ で、
全国計748,884,305 ユーロ（1
館当り70,756ユーロ）であっ
た。

地方自治体公共図書館の総
運営予算は全国で82億2,261
万9,000ドルで、連邦0.6%、州
12.7%、地方77.3%、その他
9.4%である。全国の公共図書
館9,129館を平均すると1館あ
たり90万ドル（2001年度）。

（20） 自治体の負担額と広域
自治体、政府の補助
金、民間の寄付の額や
比率について

近年、地方自治体に対する補
助金が減らされ、独自の課税
権を強化するなど、地方自治
体の財政的な独立が強めら
れている。図書館事業に対す
る中央政府の補助金の額や
その比率等の詳しいデータは
不明である。

地方分権が進み、国からの
補助は少ない。2004年の文
化通信省の図書・読書政策
に用いられる予算は全体で3
億1,287万ユーロだが、これに
は書店等に関する予算も含
まれる。そのうち、図書館関
連では、公共貸与権とその作
家・編集者への保障として
822万ユーロ、公共貸与権に
関わる図書館に対する援助と
して264万ユーロ、公共図書
館に対する1億5,500万ユーロ
などが含まれる。
公共図書館に対する予算の
うち、620万ユーロが県の投
資に対する援助、特に新しい
中央貸出図書館の建設計画
に256万ユーロなどとなってい
る。市町村立図書館について
は、300の計画に対して補助
金が出され、農村地帯や都市
の周辺地域におけるメディア
センターの発展のためのプロ
グラムに1,050万ユーロの予
算がある。

UK全体の図書館の年間総経
費は930,911,442ポンドであ
る。これに対し、年間総収入
額は105,580,509ポンドであ
り、そのうち特定の補助金は
19,568,091ポンド(18.5%)、個
人からの寄付金等は
25,237,247ポンド(23.9%)、法
人からの寄付金等は
11,204,554ポンド(10.6%)を占
める。

基本的には各図書館の設置
母体である地方公共団体が
負担するため、上位の自治体
や中央政府からの補助はな
いが、例外的なプロジェクトに
ついて州から補助されること
もある。

人口規模別にみると、人口
100万人以上のところは、自
治体が78.7%負担、連邦0.6%、
州9.2%の負担だが、人口
1,000人未満の自治体では、
自治体の負担が66.0%、連邦
が1.8%である。
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（18） 館長の経営手腕を評価
するシステム、監督者
が重視する評価項目に
ついて

一般的には、図書館長の上
で政策を決定し監督するのは
図書館委員会である。評価の
視点や方法は図書館によっ
て異なる。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 図書館及び読書振興法施行
令では　図書館運営委員会
について以下のように定めて
いる。第25条(図書館運営委
員会の構成)①図書館運営委
員会(以下「運営委員会」と言
う)は委員長1人を含めた委員
10人以上15人以下で構成さ
れる。②委員長は委員の中
から選出される。 ③委員は図
書館の長と図書館のサービ
ス対象区域の中の文化系、
教育系の専門職業人及び利
用者の中から図書館の長が
選任する者である。第26条
(運営委員会の職務)運営委
員会は次の各号の事項を審
議する。①図書館運営及び
発展のための基本方針に関
する事項、②図書官運営の
改善に関する事項、③図書館
資料の構成方針に関する事
項、④読書運動計画の樹立
に関する事項、⑤地域文化事
業及び生涯教育の支援に関
する事項、⑥他の図書館・文
庫及び各種文化施設との業
務協力に関する事項、⑦その
他図書館支援に関する事項。

館長を評価するシステムとし
ては、通常の勤務評定があ
る。最近は人事考課システム
の導入が図られている。

（19） 各段階の公共図書館
年間予算総額と、1館当
りの平均年間予算額に
ついて

公共図書館1館あたりの年間
予算には幅があり、都市部の
大型公共図書館でも98万ドル
から1億3,800万ドルの開きが
ある。

2003年データで、全国の公
共図書館の総予算額は
10,381,308千ルーブル（1館
当り212,900ルーブル）、総経
費は9,849,572千ルーブルで
ある。
町村部の図書館の総予算額
は1,267,235千ルーブル（1館
当り33,655ルーブル）、総経
費は1,243,917千ルーブルで
ある。

公共図書館（2,767館）の1999
年総経費は117,290万元、1館
あたり平均総経費は42.4万元
となっている。

2001年度の公共図書館の予
算総額をみると、予算分野で
は人件費の比率が全体予算
の50%を占めており、図書館
予算の中で最も多いことが分
かる。特に、資料購入費の割
合は12%に止まり新刊図書購
入は減少傾向にある。 公共
図書館2001年運営予算（単
位：千ウォン）は人件費
116,077,975(50%)、資料購入
費28,189,149(12%) 、その他
運営費87,279,614(38%)、 計
231,365,168であり、1館あたり
平均予算529,440となってい
る。

都道府県立図書館に関する
年間経費の総額118億7,922
万円であり1館当たり1億
8,856万円である。市区立図
書館の場合は総額796億
7,817万円で1館当たり4,870
万円であり、町村立図書館の
場合は総額215億8,997万円
で1館当たり2,092万円であ
る。以上は人件費を含まない
数字である。

（20） 自治体の負担額と広域
自治体、政府の補助
金、民間の寄付の額や
比率について

個々の図書館については不
明であるが、都市部の大型図
書館の全体傾向として、負担
割合は、市町村が84.2%、州
が8.7%、連邦政府が0.6%、図
書館の雑収入4.7%、寄付
0.8%、その他1.1%という割合で
ある。小さい図書館ほど寄付
と雑収入が大きな影響を持つ
と考えられる。

2003年度の全国の公共図書
館の総経費（9,849,572千
ルーブル）に対して、設置主
体の予算からの収入は
9,590,438千ルーブル（97.4%）
であり、その他のレベルから
の収入は259,134千ルーブル
（2.6%）である。

「WTO加入後わが国の図書
館情報プロジェクトが直面す
るチャンスと挑戦」（王毅）によ
ると、公共図書館の年間費用
はほとんどそのすべてを政府
の支給で経営する。

公共図書館の運営予算は、
全額国庫や地方費から支援
を受けている。海外諸国と違
い民間の寄付金支援はほと
んどなく、寄金募金のための
活動もまったく考慮されてい
ない。このような財源の単一
化された構成は、図書館運営
の自発性や積極的な活動を
促すための媒体として作用せ
ず、与えられた予算で限定さ
れたサービスを提供するよう
図書館運営を制限するように
作用している。

政府や都道府県からの補助
金は、ほとんどない。民間の
寄付は図書館に直接納入さ
れず、自治体の雑収入として
処理されるので、その額は不
明。
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（21） 人件費・図書購入費・
建物設備維持費の3つ
の年間支出の割合につ
いて

年間支出の割合の全国的
データは得られなかったが、
たとえばピエモンテ州のコ
ムーネPineroloにある公共図
書館La Biblioteca Civica
Alliaudiの場合、2003年度の
年間支出は、363,700ユーロ
（日本円で47,590,145円）あ
り、その内訳は、人件費
296,900ユーロ（81.6%）、建物
設備維持費2,343ユーロ
（0.6%）、図書購入費19,800
ユーロ （5.4%）であった。

1997年発行の『全国公共図
書館の統計』によると、2,315
自治体におけるデータ（1995
年現在）では施設設備費が
20.9%、人件費が67.3%、資料
費が11.8%となっている。

人件費はUK全体で
507,850,833ポンド(54.6%)、建
築物維持費は104,547,752ポ
ンド(11.2%)、資料購入費（AV
資料を含む）は121,633,892ポ
ンド(13.1%)である。

ドイツ図書統計（DBS）からの
算出によれば、購入費＋人
件費＋その他＋設備投資（＝
年間総支出791,951,177ユー
ロ）を100%とした場合の内訳
は、購入費10.5%、人件費
61.8%、その他22.3%、設備投
資5.4%となる。

公共図書館支出は、全国で
75億7,164万5,000ドルで、そ
の内訳は、人件費64.0%、資
料費15.2%、その他20.8%であ
る。州立図書館の場合は、全
国で3億858万ドルで、内訳は
人件費56.5%、資料費8.1%、そ
の他35.4%である。

（22） 公共図書館の年間利
用者総数について

利用者を示すデータはない
が、登録者数は、国立図書館
591,598人、公立図書館
27,442,500人である。便宜上
の計算では、年間登録者数
27,442,500÷設置数約6,000
として、1館当り約4,573人とな
る。

図書館の利用者数あるいは
来館者数に関するデータはな
い。
登録者数は1999年度調査
で、市町村立図書館合計で
6,582,879人（1館当り2,450
人）である。そのうち40%が14
歳以下の子どもとなってい
る。県立貸出図書館について
はブックモービルなどのサー
ビスが主体であることから、
登録者数データも見つからな
いが、サービスは554台で行
われている。

UK全体の図書館利用者数
は、318,154,528人（1館当り
76,960人）である。このほか在
宅サービスを受ける利用者
が、UK全体で123,407人い
る。

来館者数は、地域行政府全
体で94,186,697人（1館当り
16,273人）、このうち市町村図
書館では85,665,732人（1館当
り17,199人）であった。このほ
か、カトリック教会図書館で
3,053,174人、プロテスタント
教会238,838人、その他の経
営母体5,218,637人で、全国
計102,697,346人（1館当り
9,703人）であった（2003年）。
貸出者数は地域行政府全体
で7,152,100人（1館当り1,236
人）、このうち市町村図書館で
は6,334,591人（1館当り1,272
人）、カトリック教会図書館
1,274,293人、プロテスタント
教会 191,533人、その他の経
営母体 203,542人 で、全国計
8,821,468人（1館当り833人）
である。

2001年度調査で、1年間の総
来館者数は11億8,772万
3,000人（1館当り130,104人）
、国民1人当り年間4.3回の来
館となっている。

（23） 図書館のサービスエリ
アの人口に占める割合
（利用者登録率）につい
て

図書館ごとの登録率は不明
であるが、図書館利用登録者
の全人口に占める割合は、
単純計算で47.8%となる。

図書館ごとの登録率は不明
であるが、図書館登録者の全
人口に占める割合は、単純
計算で11.0%となる。

いくつかの個別の図書館で登
録者数の報告があるが、全
国の登録者数は不明である。
全体の傾向把握するものとし
ては利用率があり、UK全体で
年間1人あたり5.4回来館し、
貸出回数は0.3回となってい
る。

DBSでは利用登録率の数値
はないが、連邦全体で見る
と、サービス対象人口
（75,012,490人）に対して、来
館者数（延べ102,697,346人）
は136.9%、貸出者数（延べ
8,821,468人）は11.8%である。

サービスエリアの人口規模別
に割合を見てみると、100万
人以上図書館では平均36.2%
であるが、100万人未満のと
ころでは、登録者率は約50%
ある。サービスエリアの人口
が少なくなるほど登録率が上
がり、5万人未満の地域では
60%を越えている。

（24） 利用者の年齢・性別・
利用目的などの内訳に
ついて

女性が登録者の55〜60%を占
めている。年齢別では、児童
生徒や大学生が60%を超え、
若年層の利用者が多い。イタ
リアでは読書をする人が少な
く、本を読まない人は人口の
62%に及ぶとの調査結果もあ
る。社会的カテゴリーの不均
等さも如実に現れている。

内訳のデータは公開されてい
ない。

利用目的についての全国
データはないが、分かってい
る範囲での傾向としては、図
書の貸出、返却・更新が41〜
90%（ほとんどの館が70%以
上）の間の値で最も多い。次
に多いのが、ブラウジングで2
〜42%（ほとんどの館が30%以
上）の値となっている。このほ
か、新聞・雑誌の閲覧、何か
を見つけるなどが1〜2割で比
較的多い。

個々の図書館の中でアン
ケート調査等をしていることは
多いが、基本的に内訳等の
結果は内部資料で公開され
ないため把握できない。

利用者の年齢や性別等につ
いての全体的な統計は見ら
れない。例としてオレゴン
Tigard公共図書館登録者の
年齢に対する調査では、18歳
以下が9%、19～25歳が8%、26
～40歳が26%、41～60歳が
39%、60歳以上が16%となって
いる。
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（21） 人件費・図書購入費・
建物設備維持費の3つ
の年間支出の割合につ
いて

都市部の大型公共図書館の
場合、人権費に予算の65%、
図書館資料の購入に13%、そ
れ以外の支出に22%を費やし
ている。そして、資料費の67%
を書籍の購入にあて、12%を
視聴覚資料に、10%を定期刊
行物に、7%を電子資料費に、
2%をその他の資料に充てて
いる。

全国公共図書館の総経費
9,849,572千ルーブルのうち、
図書購入費は1,010,683千
ルーブル（10.3%）、人件費は
4,561,491千ルーブル
（46.3%）、図書館設備の購入
費は328,502千ルーブル
（3.3%）、建物設備維持費は
570,160千ルーブル（5.8%）で
あった。

公共図書館の総経費117,290
万元のうち、図書購入費は
30,473万元で、26.0%を占める
（1999年）。人件費の占める
割合は1994年全国県クラス
以上の総計費データで45.6%
となっている。

2002年データで、公共図書館
の運営予算の総額
300,714,801千ウォンのうち、
人件費は133,961,253千ウォ
ン（44.5%）、資料購入費
39,693,377千ウォン（13.2%）、
その他127,060,171千ウォン
（42.3%）である。段階別には
不明。

市区町村の図書館の総経費
は1,910億8,400万円（2001年
度決算の推定）で、うち資料
費は314億7,420万円
（16.5%）、人件費は958億
4,600万円（50.2%）、その他
637億6,380万円（33.3%）であ
る。建物設備維持費は「その
他」に入るが詳細は不明であ
る。また「その他」ではコン
ピュータ関連経費の比率が高
いと思われる。

（22） 公共図書館の年間利
用者総数について

来館者数については、2003年
のカナダ公共図書館統計に
よれば、都市部の65の大型
図書館来館者数が
95,541,600人（1館当り
1,469,871人）となっている。ま
た、世界の図書館データを集
めているウェブサイト「リブ
イーコン」は、年間の来館者
数を128,468,918人としてい
る。便宜上の計算では1館当
り139,489人である。
一方、登録者については、
2002年のカナダ図書館協会
のイノベーション戦略に関す
るタスクフォースで、カナダに
は2,100万人の図書館登録者
がいるとしている。（1館当り
22,801人）

来館者数は、全国の公共図
書館で463,460,200人（1館当
り9,504人）、このうち連邦の
図書館と構成主体レベルの
中央公共図書館は
40,691,900人（1館当り39,622
人）、市町村レベルの公共図
書館は422,768,300人（1館当
り8,856人）である。市町村レ
ベルのうち、さらに町村部の
公共図書館は191,805,900人
（1館当り5,094人）である。
一方、登録者数は、全国の
公共図書館で56,519,100人
（1館当り1,159人）、このうち
連邦の図書館と構成主体レ
ベルの中央公共図書館は
6,096,300人（1館当り5,936
人）、市町村レベルの公共図
書館は50,422,800人（1館当り
1,056人）である。市町村レベ
ルのうち、さらに町村部の公
共図書館は19,991,500人（1
館当り531人）である。

2000年公共図書館の年間利
用者総数は1.89億人（全国の
総人口の15%）、1館当り
68,300人である。
図書館登録者は1998年の
データで5,820,000人（1館当り
2,103人）となっている。

2003年データで、462カ所あ
る公共図書館の年間総利用
者数は97,606,246人で、1館
当り211,269人となっている。
登録者数は不明である。
図書館の利用者数は1970年
度まではそれほど多くなかっ
たが、1980年代から急増し
た。1人当たり利用回数を地
域別にみると、大田広域市
（6.7回）、済州道（6.3回）、全
羅北道（5.8回）、大邱広域市
（4.7回）、ソウル特別市（4.6
回）と京畿地方の利用が多
い。1990年代に入ってからは
政府の支援もあって蔵書数、
増加冊数、職員数、予算など
は、利用者数の増加に見合っ
て措置されている。

入館者統計を取っている館の
みの2002年度実績であるが、
都道府県立図書館の来館者
数は1館平均30万人で、政令
指定都市立図書館は1館平
均33万人、市立図書館は15
万人、町村立図書館は5万人
である。登録者数は都道府県
立図書館1館平均4万人、市
区立図書館は2万人、町村立
図書館は6千人となっている。
上記来館者統計から人口当
りの年間来館回数を推定する
と、都道府県立図書館0.1回、
町村3.5回、市2.2回、政令指
定都市1.9回、特別区4.2回と
なる。

（23） 図書館のサービスエリ
アの人口に占める割合
（利用者登録率）につい
て

2002年カナダ公共図書館統
計報告によると、都市部の大
型図書館に関して登録者は
人口の53%としている。

全国の公共図書館のサービ
スエリアの人口に占める利用
者登録率は3.9%、町村部の
公立図書館の利用者登録率
は5.2%である。

図書館利用登録者の全人口
に占める割合は、単純計算で
0.47%である。

詳細は不明である。 図書館利用登録者の全人口
に占める割合は33.5%である。
自治体によって登録者の範
囲、登録の有効期限など統計
の取り方がまちまちなので、
自治体ごとの比較は困難で
ある。

（24） 利用者の年齢・性別・
利用目的などの内訳に
ついて

詳細は不明である。 14歳以下の登録者数は、全
部の登録者数の32.3%を占め
る。その他については詳細不
明である。

通常、学生の夏休み期間7～
8月が図書館利用の繁忙期
で、夏休みが終わる9月から
利用者数が減っていく。利用
者のほとんどが年配の人ある
いは資料を調べる学者及び
研究者である。

詳細は不明である。 利用者の年齢、性別、利用目
的については、各図書館の年
次報告書により把握できると
ころもあるが、悉皆調査はな
い。日本図書館協会が2003
年に実施した調査（16歳以上
を対象）では、男性39.9%、女
性58.9%、年代別には10代
3.0%、20代14.1%、30代24.0%、
40代17.1%、50代23.6%、60代
12.2%、70代4.9%となってい
る。
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（25） 夜間開館及び開館時間
数について

詳細なデータはないが、平日
は9～12時、14～19時の開館
が一般的である。夜間開館は
ごくわずか。日曜日は休館が
原則で、土曜日は半日開館
のところが多い。週30～40時
間というのが相場である。
IFLAでは週40〜60時間の開
館を理想としているが、このレ
ベルに達している図書館は少
ない。

市町村立図書館に関する調
査（1999年）では、2,787館の1
週間での総開館時間平均は
19時間8分。平均開館日数は
4.3日。1995年の2,315館対象
調査では、55館が日曜開館を
行っており、その大半は1万
人以下の自治体であった。週
7日開館は11.3%、全体の半数
は週5日開館であった。

UK全体で週に60時間以上開
館している図書館は0.9%であ
り、45時間から59時間開館し
ている図書館は17.9%、30時
間から44時間開館している図
書館は35.9%、10時間から29
時間開館は40.1%、10時間以
下開館している図書館は4.6%
である。近くに図書館がない
地域の代替的な役割を担う
BMは664台あり、その平均
サービス時間は週22時間で
ある。

ドイツの公共図書館は、概し
て日曜日を休館日としてい
る。また、開館時間は、平均
して週22時間と短い。

22%の図書館が、開館時間を
週あたり40～49時間としてい
る。これが割合としては最も
多い。70時間以上開館してい
る館は1.2%。
州立図書館では、10州が17
時以降も開館。土日開館は
11州で実施されている。

（26） 各段階の公共図書館
の蔵書数の規模につい
て

1999年データで蔵書総数
56,959,914 冊（1館当り9,493
冊）となっている。
規模をみると、ロンバルディア
州の場合、3,000冊以上の蔵
書があるのは1,162館のうち、
62.2%の723館（1988年）、エミ
リア・ロマーニャ州では、450
館のうち、20万冊以上を所蔵
している所は1.8%の8館だけ
である（1982年）。カンパーニ
ア州では138館のうち、5,000
冊以上が21.6%、52%が2,000
冊以下となっている（1987
年）。

市町村立図書館は、1999年
調べで96,170,520冊（パリを
除く2,552の図書館：1館当り
37,684冊）。レコードやCDは
1,084館で5,751,642枚、ビデ
オは924館878,195本。県立図
書館は2003年調べで書籍
23,693,722冊、レコードCDは
89館で1,997,721枚、ビデオは
66館で410,114本、CD-ROM
は76館で50,450枚。
規模別では、1万点未満が
1,119館で42%、1万以上5万未
満が1,093館で41%、5万以上
10万未満が250館で10%、10
万以上が190館で7%を占め
る。

UK全体の公共図書館の蔵書
総数は116,073,634冊（1館当
り27,835冊）である。
中央図書館、分館、BMを含
めた1館（台）当りの蔵書は
24,192冊であり、AV資料やソ
フトウェアは1館当り1,733点で
ある。また、大活字本は1館
当り1,138冊である。

図書及び年次製本雑誌の所
蔵は、教会立図書館等も含
めた全国合計が104,274,343
冊（1館当り9,852冊）で、うち
地域行政府の5,788館で
84,301,717冊（1館当り14,565
冊）である。

全国の公共図書館9,129館に
おける蔵書数は、図書資料
767,055,000冊（1館当り
84,024冊）、音楽資料
34,259,000点、映像資料
25,168,000点、逐次刊行物
1,960,000点、電子資料
2,324,000点である。
規模別にみると、蔵書数
10,000～25,000冊の図書館
が公共図書館9,129館の
31.6%を占め、最も高い。
州立図書館では、図書資料
22,599,850冊（1館当り
164,962冊）、音楽資料
181,974点、映像資料140,454
点、逐次刊行物91,200点、政
府資料29,517,365点となって
いる。

（27） 蔵書の内訳について 蔵書内訳のデータはない。
「ユネスコ文化統計年鑑
1999」の発行書籍分野別タイ
トル数のデータによると、総
記3%、哲学4%、宗教5.8%、社
会科学14.3%、言語学3%、自
然科学3.9%、応用科学7.2%、
芸術9.5%、文学38.9%、地理・
歴史10.1%の比率となってい
る。

県立貸出図書館については
1998年の統計で蔵書の47.9%
が児童用の図書ということが
分かっている。市町村立図書
館については詳細なデータが
存在しない。

UK全体の貸出用図書におけ
る成人用フィクション図書は
36%、成人用ノンフィクション図
書も36%、児童用図書は28%を
占める。

詳細は不明である。 成人向け、児童向けといった
内訳のわかる全国規模の
データは見られない。
しかし、たとえば約290万人の
人口を持つイリノイ州シカゴ
市のシカゴ公共図書館では
一般図書が63%、児童図書が
37%となっている。

（28） 各段階の公共図書館
別の蔵書の年間受け入
れ冊数について

国全体では10,253,991冊（1館
当り1,709冊）である。各段階
別受入数はわからないが、た
とえばボローニャ州の市立図
書館のデータでは、2003年に
受け入れた 26,535冊のうち、
大人向けが21,588冊、子ども
向けが4,947冊であった。媒体
別では、図書が19,552冊、ビ
デオ2,947点、音楽CD2,988 、
定期刊行物758点、CD-
ROM222 点、地図68点 で
あった。

市町村立は、書籍でパリを除
く2,535館で5,343,314冊（1館
当り2,108冊）、レコードやCD
はパリを除く1,028館で
521,071枚、ビデオなどは590
館で131,024本、逐次刊行物
は1996年調べで176,000冊。
県立は書籍で1,354,000冊（1
館当り13,816冊）、レコードCD
などは141,000枚。

UK全体の受入冊数
11,018,993冊（タイトル数
3,761,408）、1館当り約2,665
冊である。雑誌・新聞は、全
体で65,938タイトル(購入数
111,877冊)を受け入れてい
る。

毎年の具体的な受入冊数に
ついての実態データは存在し
ない。1973年に学術協議会
から、各公共図書館が毎年ど
のくらい購入すべきかの指針
を提示している。これは先述
の図書館の機能段階によっ
て分けられた指針であるが、
予算がそれを可能にしている
かどうかは現実的には難しい
場合も多い。

年間受け入れ冊数および蔵
書の廃棄についての統計は
見られないため、1999年から
2001年の蔵書数を比較して
推測すると、新設・増設の図
書館を考慮するとしても、一
人当たりの資料は大きく増加
していないため、受け入れと
廃棄が計画的におこなわれ
ていると推測される。
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（25） 夜間開館及び開館時間
数について

詳細は不明である。 詳細は不明である。 通常のサラリーマンの勤務時
間と同じで、8時30分～17時
あるいは18時まで（土日曜日
も同じ）。上海図書館は新館
の開館にあたって「365日、毎
日開館」というスローガンを打
ち出した。「上海市公共図書
館管理規則」によると、市図
書館は週70時間以上、市と
区（県）図書館は毎日（祝日を
含む）開館しなければならな
い。上海図書館の実際の開
館時間は70時間をはるかに
超え、祝日も開館している。こ
のように現在では、全国で週
70時間以上開館したり、祝日
に開館している省や市の図書
館も少なくない。

各図書館の開館時間をまと
めた統計はない。韓国図書館
協会韓国図書館基準では、
開館時間について「公共図書
館の資料室開館時間は図書
館の規模、地域の規模と実情
にふさわしいように調節する。
週当り最小開館時間は単一
図書館、中央館（またはシス
テム本部）、大分館の場合で
67時間、中分館で55時間、小
分館で36時間（時間制は25時
間）が望ましい。基礎自治団
体以上の地域内に公共図書
館（分館含む）が2館以上ある
場合には各図書館の休館曜
日を変えて、地域住民の利用
上不便を最小化しなければな
らない」と明記している。

開館日数は増加、閉館時刻
は延長の傾向にある。

（26） 各段階の公共図書館
の蔵書数の規模につい
て

北米の学術書誌ユーティリ
ティであるOCLCによると、蔵
書総数は90,300,000冊（1館
当り98,046冊）であり、世界の
図書館データを収集するウェ
ブサイト「リブイーコン」によれ
ば、書籍と定期刊行物で
75,032,608冊である。
NCLSPによれば、国立図書
館の蔵書数は1,800万冊以
上、州・準州立図書館の蔵書
数は合計400万冊、893の公
共図書館の蔵書数の合計は
8,400万冊（1館当り94,065冊）
である（1999年）。
広さと人口密度の違いからカ
ナダの図書館の規模の違い
は大きく、カナダ公共図書館
統計によれば、都市部の大
型公共図書館においては、蔵
書総数が1,000万冊を超え
る、日本の国会図書館に迫る
規模の館から約24万冊の館
まであり、47倍の開きがあ
る。

全国公共図書館の蔵書数は
946,666,470点（1館当り
19,412点）である。このうち町
村部の図書館は353,410,950
冊（1館当り9,386点）である。

全国の各図書館の蔵書冊数
は3.95億冊で、1館当り平均
蔵書数12,800冊、人口1人当
り0.3冊である。内訳は、古典
籍2,774万冊、図書2.7億冊、
新聞雑誌5,483万冊、マイクロ
製品1,362万件、視聴文献89
万件、外国語書籍と雑誌
2,195冊である。（1999年）
蔵書数を段階別にみると、省
クラスの公共図書館では1.23
億冊、1館当り342万冊。地
区・市レベルの公共図書館で
は1.09億冊、1館当り27万冊。
県クラスの公共図書館では
1.41億冊となっている。全国
県クラスの公共図書館では6
万冊以上の蔵書を持つ館が
99.2%（2,311館）を占める。

2003年度公共図書館462館
の蔵書総数（図書のみ）は
30,970,151冊（1館当り67,035
冊）、貸出冊数は41,033,071
冊（1館当り88,816冊）である。
蔵書数は1館平均6万冊あま
りで、図書館蔵書の問題は図
書館の数ほど深刻である。国
民１人当り公共図書館蔵書数
は0.56冊で、これはOECD国
家の平均2.8冊に比べ非常に
遅れをとっていることがわか
る（2001年）。

公共図書館の蔵書冊数の統
計は、2003年4月現在、3億
2,181万冊（1館当り116,640
冊）である。
都道府県立図書館の場合、
50万冊未満35.8%、50～100
万冊61.2%、100万冊以上3.0%
であり、50万から100万冊規
模の図書館が過半数を占め
る。
市町村立図書館の場合、5万
冊未満31.0%、5～10万冊
33.3%、10万～15万冊14.9%、
15～20万冊6.2%、20～30万
冊6.9%、30～50万冊4.3%、50
～100万冊3.0%、100万冊以
上0.3%であり、5～10万冊規
模の図書館と5万冊規模の図
書館がそれぞれ1/3程度あ
る。

（27） 蔵書の内訳について ある州の70%の公共図書館で
は、予算の20%を児童用に充
てているというデータがあり、
また、カナダ公共図書館統計
（2000年）でも、都市部の大型
公共図書館は平均で資料費
の約20%を児童用資料の費用
に充てているというデータが
ある。成人用、児童用に関す
るこれ以上のデータは存在し
ない。
公共図書館は一般的に
デューイ十進分類法を用いて
いるが、学術図書館では一般
的に米国議会図書館分類表
が用いられている。また､蔵書
の十進法項目別の比率につ
いてはデータがない。

全国公共図書館の蔵書数
は、総数960,429,640点であ
る。内訳は図書・雑誌が
946,666,470冊（98.6%）、電子
媒体は417,760点（0.0%）、
Audio/Videoは13,345,410本
（1.4%）である。
このうち町村部の図書館の
蔵書数は、総数353,777,310
冊であり、内訳は図書・雑誌
が353,410,950冊（99.9%）、電
子媒体9,830点（0.0%）、
Audio/Videoは356,530本
（0.1%）であった。（2003年）。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 蔵書内訳は児童書が7,244万
9,002冊で蔵書総数の22.6%を
占める。開架冊数は1億7,343
万冊で蔵書の54.2%である。
日本十進分類別内訳での多
いジャンルは文学32.1％、社
会科学11.5％、歴史8.1％、芸
術8.1％である。

（28） 各段階の公共図書館
別の蔵書の年間受け入
れ冊数について

都市部の大型公共図書館
は、975,788タイトル
（4,024,549点）を2003年に受
け入れた。1館当り61,916点と
なる。これらの図書館の住民
1人当りの平均受け入れ冊数
は2000年で0.26冊である。

全国公共図書館の年間受入
冊数は、総数24,219,360点（1
館当り497点）である。内訳
は、図書・雑誌が23,697,560
冊（1館当り486冊）、電子媒
体は67,630点、Audio/Video
は454,170点である。全国公
共図書館のうち、町村部の公
共図書館の年間受け入れ冊
数は総数8,360,650点（1館当
り222点）であり、うち図書・雑
誌は8,340,260冊、電子媒体
は5,400点、Audio/Videoは
14,990点である。

県クラス以上の公共図書館
の年間受入冊数は、820万冊
（2001年）である。該当する図
書館数がわからないため算
出できないが、2,767館とすれ
ば単純計算で2,964冊となる。
1994年データでは全国544カ
所の公共図書館で書籍購入
費用がなく、新規に図書購入
しなかった、という状況も報告
されている。

2003年データで、462館ある
公共図書館における図書の
年間増加冊数は3,484,673冊
であり、1館当たり7,543冊と
なっている。段階別の統計は
ない。

年間受入冊数は全部で1,983
万冊で、その内訳は、都道府
県立図書館138万冊(1館当り
2万1,841冊)、市区立図書館
1,398万冊(1館当り8,543冊)、
町村立図書館447万冊(1館当
り4,334冊)である。
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（29） 各段階の公共図書館
別の蔵書廃棄の実態に
ついて

詳細は不明である。 詳細は不明である。 UK全体の公共図書館の蔵書
廃棄数は13,029,360冊（1館
当り3,125冊）である。また
CD、ビデオ、DVD、カセット、
CD-ROMなどのAV資料の廃
棄数は1,295,307点である。図
書館で不要になった廃棄対
象資料に関しては、ブック
セールといった名称で各図書
館において安く販売されてい
る。

公共図書館は学術図書館と
は異なり資料を長期にわたっ
て保存する機能を持っていな
いため、定期的に廃棄をおこ
なっている。廃棄については
各館が個々に基準を持って
いる。経験的にみて、蔵書の
年間約8%が選別され廃棄さ
れている。廃棄の実数は公開
されないのが普通で、廃棄処
分された書籍が図書館古本
市で住民に提供される場合に
その数が公表される場合もあ
るといった程度である。

(28)参照。

（30） 各段階の公共図書館
別のデータベース保有
率、平均保有件数につ
いて

詳細は不明である。 詳細は不明である。 UKにおいては、データベース
などのソフトウェアについて
は、映画フィルム、ビデオ、
DVD、レコード、CDなど、音
楽・映像関係の媒体別所蔵
数に、CD-ROM・ソフトウェア・
DVDとして含まれており、
データベース単独の数値につ
いては出されていない。

データベースパッケージの保
有率や平均保有件数に関す
るデータは現在のところ存在
しない。持っている図書館も
あるが、持つべきだという規
定はない。

電子媒体（CD-ROM、磁気
ディスク等）は、9,129館の総
数で232万4,000点であり、人
口1,000人あたり8.5点であ
る。

（31） 書籍・雑誌・CD・映像な
ど媒体別の年間貸出数
について

総数は、国立図書館
1,081,269点、公共図書館
257,961,734点（1館当り
42,993冊）であった。ボロー
ニャの市立図書館における
2003年の年間貸出冊数は、
大人向け322,247冊、児童書
80,092冊、合計402,439 冊で
あった。

市町村立図書館では、1999
年調べで、書籍が2,682館で
151,173,286冊（1館当り
56,366冊）、レコードやCDなど
が1,305館で22,544,476枚、ビ
デオなどは672館で6,252,989
本。県立図書館は市町村図
書館への支援が主な業務で
あることから詳細は不明であ
る。

UK全体では23,975,000冊（1
館当り5,749冊）である。地方
別の内訳は、イングランド地
方20,119,000冊、ウェールズ
地方1,161,000冊、スコットラン
ド地方2,156,000冊、北部アイ
ルランド539,000冊である。

図書および年次製本雑誌の
年間貸出数は全国で
218,410,626冊（1館当り
20,636冊）、このうち地域行政
府立の図書館で185,458,492
冊（1館当り32,042冊）、さらに
市町村立図書館では
169,682,733冊（1館当り
34,066冊）となっている。
逐次刊行物（未製本単体）の
年間貸出数は全国で
13,130,325冊（1館当り1,241
冊）であった。

図書資料貸出総数は
1,789,927,000冊（1館当り
196,070冊）であり、国民一人
当たりの年間貸出冊数は6.53
冊。

（32） 映画フィルム、DVD、
CDなどの媒体別の所
蔵・貸出状況について

ＡＶ資料の所蔵点数は
1,251,644 であるが貸出数の
統計はない。ボローニャの市
立図書館の所蔵数は、ビデオ
9,771点、 音楽ＣＤ 14,147点、
CD-ROM 1,768点であり、貸
出数は、ビデオ 232,517点 、
音楽ＣＤ 292,945点、CD-
ROM 7,912点である。

(26)(31)を参照。 UK全体のAV資料の所蔵点
数は8,317,000点である。内訳
は、音楽資料3,141,000点、録
音図書2,289,000点、ビデオ
1,890,000本、マルチメディア・
オープンラーニングパック
75,000点、CD-ROM・ソフト
ウェア・DVD等229,000点、レ
ファレンス資料96,000点、保
存用資料597,000点となって
いる。
貸出数は2,023,327点であり、
内訳は音楽資料695,652点、
録音図書791,915点、ビデオ
456,304本、マルチメディア・
オープンラーニングパック
19,283点、CD-ROM・ソフト
ウェア・DVD等60,173点であ
る。

全国で、視聴覚メディアの所
蔵は10,360,571点（1館当り
979点）、貸出は67,069,085点
（1館当り6,337点）である。

音楽資料、映像資料の所蔵
数については(26)参照。貸出
数は不明である。
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（29） 各段階の公共図書館
別の蔵書廃棄の実態に
ついて

詳細は不明である。 詳細は不明である。 詳細は不明である。 廃棄に関する統計調査は行
なわれていないが、図書館及
び読書振興法施行令では、
図書館資料の除籍及び廃棄
は「年間図書館または文庫の
全体蔵書の100分の3以内に
するが、当該年度収入蔵書
量の100分の50を超過できな
い」とその規定している。しか
し、これは不足な図書館蔵書
を確保することを最優先の課
題にした規定である。

年間廃棄冊数は、全部で832
万冊、うち都道府県立図書館
は42万冊で1館当り6,667冊、
市区町村立図書館は790万
冊で1館当り2,961冊である。

（30） 各段階の公共図書館
別のデータベース保有
率、平均保有件数につ
いて

カナダ公共図書館統計報告
（2003）による大都市の公共
図書館41館への調査による
と、電子データベースの数は
1館あたり49、このうち32が館
内で用いられ、17が館外から
もアクセス可能だった。館内
設備からの使用は1館当り
7,408回、外部からは1館当り
44,193回であった。

ロシア全体の情報図書館
ネットワーク「LIBNET」の計画
が進んでいる。
全国の公共図書館の書誌
データベースに含まれるレ
コードの総体（総合容量）は
60,392,000冊である。また、
電子版目録（OPAC）の総合
容量は33,635,000冊となって
いる。

詳細は不明である。 国立中央図書館では、文献
情報データベースを、国家資
料総合目録で2,000,000件構
築している。
また、公共図書館のデジタル
資料室構築事業と関連して、
公共図書館標準管理システ
ム（KOLASⅡ：現在127館に
普及）および国家資料共同目
録システム（KOLIS-NET：現
在101館に普及）がある。

CD-ROM等の電子資料は、
調査対象1,656館のうち321
館、19.4%が収集している。都
道府県の場合38件で80.9%、
市では197件で29.5%、町村立
では86件で9.1%しか収集して
いないことがわかる。CD-
ROM所蔵数は計4万枚（日本
図書館協会調べ）であった。

（31） 書籍・雑誌・CD・映像な
ど媒体別の年間貸出数
について

NCLSPのレポートによると、
州、準州立図書館により年間
44,000点が貸し出され、公共
図書館により平均で265,000
点が貸し出され、合計の貸出
数は2億4,200万点に達した。
大都市の公共図書館の貸出
点数は、最大がトロント公共
図書館の約2,500万点、最小
の図書館約82万点の31倍で
あった。住民1人当りの貸出
数は10.27点、登録者ごとの
貸出数は20.04点だった。

全国の公立図書館の貸出総
数（2003年）は1,277,215,940
点（1館当り26,190点）で、図
書・雑誌は1,264,448,010冊（1
館当り25,928冊）、電子媒体
は1,486,550点、Audio/Video
は11,281,380本である。町村
部の公立図書館の貸出数
は、総数455,263,810点（1館
当り12,091点）で、図書・雑誌
が454,932,960冊、電子媒体
が18,440点、Audio/Videoが
312,410本となっている。

公共図書館の帯出者数9,600
万人、貸出冊数1,69億冊（1館
当り61,000冊）である。
このうち省クラス公共図書館
では帯出者数746万人、貸出
冊数1,508万冊、区・市クラス
公共図書館では帯出者数
3,109万人、貸出冊数5,922万
冊、県クラス公共図書館では
帯出者数5,673万人、貸出冊
数9,266万冊である（2000
年）。

2003年度における書籍の年
間貸出数は、41,033,071冊（1
館当り88,816冊）である。書籍
以外の貸出数は不明である。

総数は5億7,043万点で、都道
府県1,628万点（1館当り26万
点)、市区立4億6,689万点(1
館当り29万点)、町村8,727万
冊(1館当り9万点)である。そ
れを媒体別に見ると、図書・
雑誌　5億3,147万、ビデオ
1,702万、LD27万、DVD22万、
カセットテープ114万、
CD2,076万、レコード1万5千、
ROM2万6千、マイクロ写真3
千である。

（32） 映画フィルム、DVD、
CDなどの媒体別の所
蔵・貸出状況について

詳細は不明である。 音楽・映像関係の媒体の収
蔵数（2003年）は総数が
13,345,410本（1館当り274
本）であり、うち町村部の公
立図書館が356,530本（1館当
り9本）収蔵している。
貸出媒体数は11,281,380本
（1館当り231本）であり、うち
町村部の公立図書館は
312,410本（1館当り8本）であ
る。

全国的なデータはないが、上
海図書館は1969年にレコード
部門を設置して以来、すでに
15万枚を所蔵し、国内最大の
レコード図書館となった。国際
的な珍品も少なくなく、リール
式録音記録も2点所蔵してい
る。さらに上海図書館は新し
い視覚媒体、例えばCD、
VCD、LD、DVD、及び国際的
にも有名な音楽や演劇、更に
賞を獲得した映画などの収集
に力を入れている。新館D区
の視聴覚部門に視聴覚室を2
室設けて、それぞれ放映室、
音楽鑑賞室としている。

地域別蔵書数統計において、
視聴覚資料は1,197,640点、1
館当り2,592点となっている。1
館当りの視聴覚資料所蔵数
がもっとも多い地域は大邱広
域市、もっとも少ない地域は
全羅北道である。媒体別所蔵
数や媒体別貸出数などはわ
からない。

視聴覚資料の所蔵状況は、1
館当りビデオ801本、LD113
枚、DVD26枚、カセットテープ
344本、CD1,517枚、レコード
154枚、マイクロ写真234枚で
ある。その貸出状況は、ビデ
オ6,223本、LD99枚、DVD80
枚、カセットテープ417本、
CD7,590枚、レコード5枚、マイ
クロ写真1枚である。

37



調査結果の比較一覧 調査結果の概要

イタリア フランス UK ドイツ アメリカ質問項目

（33） 図書館サービスに関す
る情報提供の方法につ
いて

トスカーナ州の調査では、
810ヶ所の図書館のうち、38%
にあたる310ヶ所がウェブサイ
トを開設しており、270ヶ所が
電子メールアドレスを持って
いる。

2003年調べで県立図書館で
は、98館中94館がメールアド
レスを公表しており、パソコン
導入は92館（総数2,437台）、
うち22館はミニテルで、10館
はウエブでオンラインカタログ
にアクセス可能。

UKでは公共図書館の情報発
信は比較的さかんに行われ
ており、ウェブを活用した情報
発信も多い。The UK Public
Libraries Pageは200余の図
書館設置団体のwebサイトへ
のリンクがある。例えばウェー
ルズ地方のコンウィの図書館
設置団体のサイトでは、サー
ビス提供内容、開館日・開館
時間、ウェールズ語と英語の
利用案内、図書館利用登録
案内、Web-OPAC、貸出更
新、資料のリクエスト、コン
ピュータ利用案内等が掲載さ
れている。またスコットランド
地方のオークニーの図書館
は、2台のBMが図書館のない
地域に向けサービスを提供し
ているが、天候に左右される
ため、毎月～金の7時半～8
時にBCCラジオでBMスケ
ジュールを流している。

多くの公共図書館がウェブサ
イトを開設している。

アメリカの図書館リスト上の
ほとんどの図書館でURLが記
載されているため、ウェブサイ
トを開設しているとみられる。

（34） インターネット等外部か
らの蔵書の有無、閲
覧・貸出状況の確認に
ついて

ウェブサイトを持っている図書
館では、Web-OPACも公開さ
れている。ただ、貸出状況を
確認できるものは少ない。調
査した中で貸出状況の確認
ができたのは、西ミラノの
OPACのみで、単に「貸出中」
と表示されるのではなく、貸
出した日付が記載されてい
た。

文化通信省図書・読書局によ
る1998年の報告書によれば、
市町村立図書館235館で自宅
にいながらミニテルを用いて
目録の閲覧が可能で、そのう
ち41の図書館で蔵書の予約
ができる。インターネット経由
では14の市町村立図書館で
目録の閲覧が可能である。県
立貸出図書館では29館でミニ
テルによる目録の閲覧が可
能で、うち11館で蔵書の予約
ができる。インターネット経由
で目録の閲覧が可能なのは1
館だけである。

館外からの蔵書情報の確認
については、基本的にWeb-
OPACで行うことができる。UK
全体で、Web-OPACを提供し
ている館は3,033館で、これは
全体の73%となっている。例え
ば、イングランド地方のベット
フォードシャーとルートンで
は、番号とパスワードを入力
すれば、貸出し資料の更新、
図書館からの伝言、資料の
取り置き等を確認することが
できる。

ヴュルテンブルク州立図書館
やバイエルン州立図書館など
で見られるように、大規模な
図書館ではウェブ上でも在庫
確認や予約が可能な状況で
ある。しかし、規模が小さい図
書館では、サイトが公開され
ていたとしても、アクセスや開
館日時が載っているだけの場
合も多く、蔵書の有無や貸出
に関連する確認はウェブ上で
は難しい。携帯電話を通じて
の確認は今回調査では確認
できなかった。一般的に蔵書
検索のための携帯専用サイト
などは存在しない。

ほとんどの図書館でWeb-
OPACを公開しており、図書
館外からの検索が可能となっ
ている。

（35） 地域情報の収集の状
況について

自治体の独立性が高い分、
地域情報の収集は盛んであ
る。新聞切抜きはもちろんで
あるが、その地域の歴史に関
する本も多く所蔵されている
ほか、ホームページで図書館
の歴史を詳しく解説している。

地域資料については、図書館
の設立時から歴史的資料の
収集はおこなわれている。文
化通信省の1999年提言によ
り、人口1万人未満の地域で
のネットワーク化の経済支援
が決まっている。

UK全体の状況についての情
報はないが、個々に地域情
報データベースがある。例え
ば、イングランド地方のイン
ナー・ロンドンのカムデン図書
館では、地域情報データベー
スとしてシンデックス（ロンドン
地域カムデン地域情報システ
ム）サービスを提供している。

地域情報の記事のクリッピン
グや地域紹介TV番組の録画
などは、公共図書館の仕事と
しては認識されていない。録
画データは版権の問題もあ
り、それぞれのTV局の資料
室にある。
また州立図書館は、以前から
「地域保存図書館」の機能を
特徴づけられており、地誌的
文献の網羅的な収集保存が
求められている。

アメリカの図書館リストによれ
ば、特別コレクションとして当
該地域に関する資料を収集し
ているところがある。

（36） 地域内の大学等の諸
機関との連携について

トリノをはじめとする大学の図
書館は、市民が利用でき、公
共図書館として位置付けられ
ている（トリノ大学は国立図書
館に分類される）。

1998年調査で、90の市町村
立図書館が58の提携に加
入。他の市町村立図書館、市
町村内の資料保存サービス
部署、大学図書館、高等教育
機関が相手で、共同購入が
16館、目録の共同化が63館、
相互貸借のための目録閲覧
29館、相互貸借無しの目録
閲覧58館、ネット上の共同目
録8館となっている。

公共図書館と大学との連携
は、イングランド東部等に事
例がある。このほか、ウェスト
ミットランドでは、イングランド
地方の14の図書館設置団体
と11の高等教育機関が、図
書館情報サービスを共に行っ
ていくウェスト・ミットランド図
書館パートナーシップに取り
組んでいる。この取り組みで
は、電子コンテンツの開発・配
布、公共図書館における読書
推進などの事業が進められ
ている。

各地域に独自の建物とスタッ
フを持つ地域図書館
（Landesbibliothek）があり、地
域の複数の公共図書館の協
力を得て、地域の文献・地誌
を収集するグループ活動を
行っている。19世紀初頭に各
地域の教会の修道院図書館
が解体され、その資料を土台
にして地域資料が構築され
た。

全体のまとまった資料は見ら
れない。例としては、図書館
システム法が制定されたイリ
ノイ州で、他館種図書館との
協力計画が開始されている。
それによれば、州立図書館
は、公共図書館システムに対
して、大学図書館、専門図書
館、学校図書館の公共図書
館システムへの参加を要請
するように奨励し、多くの図書
館が公共図書館システムに
参加した。
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（33） 図書館サービスに関す
る情報提供の方法につ
いて

大部分のカナダの図書館は
ウェブサイトを持っている。自
治体広報紙は一般的ではな
いものの、いくつかの図書館
では、月間のプログラムや
サービス、購入について記載
した定期的な広報紙を発行し
ている。図書館のイベント情
報などは、新聞やテレビなど
のマスメディアによっても宣伝
される。

図書館サービスに関する情
報提供の方法としては、ウェ
ブサイトの開設、公共広報
誌、機関誌パンフレットなど
がある。

詳細は不明である。 1990 年代後半からの国家電
子図書館の構築、2000年「図
書館情報化推進総合計画」
による公共図書館「デジタル
図書室」構築事業（2001～
03）、国立デジタル図書館の
設立計画（2008年完成予定）
などにより進められている。

従来のような自治体広報誌
や、図書館が発行する機関
誌・パンフレットとうに加えて、
近年はインターネットの普及
にともない、ウェブサイトを開
設する図書館が増えている。
ウェブサイトを開設する公立
図書館は2002年文部科学省
調べで、都道府県立85.9%、
市区立42.0%、町村立25.5%で
ある。

（34） インターネット等外部か
らの蔵書の有無、閲
覧・貸出状況の確認に
ついて

利用者はインターネットを使っ
て大多数の図書館の蔵書を
検索できる。オンライン上の
目録（少なくとも実質上は共
同になっている目録）がすべ
ての州、準州に存在するが、
サーチエンジンの状態は様々
である。カナダ国立図書館・
公文書館では、AMICUSとい
う1,300のカナダの図書館の
共同の目録も提供している。
なお、携帯電話は一般的に
ネットに接続していないので、
携帯電話による検索サービス
は存在しない。

詳細は不明である。 中国国家図書館など規模の
大きい公共図書館は、蔵書
の有無、閲覧貸し出し可能性
の有無の確認がインターネッ
トからできる。（携帯電話から
はできない。）

1999念時点で、公共図書館
のインターネット接続率は
70.9%、インターネットサービス
提供率は50.4%である。ただ
し、蔵書の有無、閲覧・貸出
状況の確認が、外部からどの
程度までできるかについては
不明である。

図書館設置自治体のうち、
ウェブによる所蔵資料検索が
できるのは県立の場合76.6%
である。横断検索すなわち都
道府県内総合目録があるの
は27.4%である。ウェブによる
予約ができるのは県立では
8.5%である。公共図書館全体
で、携帯電話による検索は
11.9%、携帯電話による予約
は5.7%となっている。

（35） 地域情報の収集の状
況について

各図書館によってまちまちで
あるが、カナダの多くの図書
館でコミュニティ情報（医療や
政府関連の情報など）が集め
られ、ニーズに応じてコミュニ
ティ内に住む人々に提供され
ている。地域イベントのパンフ
レットは図書館で作成されて
いる。加えて多くのコミュニ
ティにウェブサイトがある。

「ロシアの文化」計画の一部
分である、情報図書館ネット
ワークLIBNETの構築計画に
おいて、ロシア連邦の民族書
誌学的な情報システムの構
築が計画されている。連邦構
成主体の共和国、州、地方
の図書館が主導して、統一
基準に基づき書誌記録を整
備するというものである。

詳細は不明である。 個別図書館で実施していると
ころもあるが統計は存在しな
い。

公立図書館において、その図
書館を設置している自治体の
地域情報の収集はかねてか
ら行われている。新聞切抜き
はその原初的な業務である。
基礎的資料である自治体の
行政資料を図書館に送付す
ることを規定化しているところ
も増えている。ローカルテレビ
局のある自治体で、その録画
資料の収集をしているという
例もある。

（36） 地域内の大学等の諸
機関との連携について

公共図書館と他の公共図書
館、大学、新聞社との協力事
例は多数ある。大学図書館
からの資料の貸出を公共図
書館の利用者に認める共通
図書館カードの作成も進行中
である。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 図書館協力網は、図書館の
間の協力活動を増大させ図
書館サービスの発展をはかる
ためのものである。現在の図
書館協力網は、国立中央図
書館を中心とする公共図書
館協力網と、大学図書館を中
心とする図書館協力体制、分
野別の専門図書館協力網な
どが部分的に構築運営され
ている。これ以外にも近年、
公共図書館と文庫を連携す
る地域協力網が構築されつ
つある。大学図書館や専門図
書館の場合、こうした協力網
は必要によって自発的に構
成されたという特徴があるた
め、協力網活動も非常に活発
に成り立っており、效果的な
制度として活用されている。し
かし、公共図書館協力網の場
合は、各図書館における必要
性からというより、公共図書
館に対する指導など政策的
必要性によって構築されたと
いう点で違いがある。

地域内の機関や団体からの
資料の寄贈等を求めるところ
は多い。大学図書館との連携
の協定を結ぶところも増えて
いる。
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調査結果の比較一覧 調査結果の概要

イタリア フランス UK ドイツ アメリカ質問項目

（37） 障害者向けの図書館
サービスの全国的なシ
ステムや媒体の整備状
況について

いくつかの図書館は視覚障
害者専用のスペースを持って
いる。視覚障害者セクション
でテキスト作成や点字の本の
収集をしている図書館があ
る。地域の録音図書協会がカ
セット本の貸し出しを行う事例
もある。

2004年予算（10万ユーロ）で、
視覚障害者への支援団体が
設置され、翻訳やデジタル化
が進んだ。また視覚障害者の
若者向けの図書製作にも15
万ユーロがあてられている。
1998年調査では、21館が障
害者の読書を助ける設備を
備えていることがわかった。
2003年度県立図書館調査で
は、非識字者へのサービスが
15館、視覚障害者へのサー
ビスが6館あった。

2000年4月から、英国視覚障
害者図書館と王立英国視覚
障害者援護協会が協同して、
視覚障害者へのサービスの
改善を図っている。
UK全体の障害者向け大活字
本の所蔵冊数は、5,460,358
冊である。(32)に挙げた録音
図書2,289,000点も障害者向
けの資料として整備されてい
るもののひとつである。

大規模な公共図書館は担当
部署を持つが、そのような図
書館はドイツ全体で12館程度
である。ライプツィヒのドイツ
視覚障害者中央図書館は、
1998年には点字による40,500
冊の蔵書と138,000巻のテー
プを所有していた。年間利用
として約45,000の貸出メディア
件数を示している。

州レベルで行われているサー
ビス窓口137カ所のうち、視覚
および身体障害者へのサー
ビスは57カ所である。
連邦議会図書館では、身体
障害者のための全米図書館
サービスを実施しており、身
体障害者用の資料（点字図
書、本・雑誌を録音したテー
プやレコード等）を作成して、
全米の公共図書館に配布し
貸出に供しているほか、サイ
ト上でのサービスの情報提供
を行っている。

（38） 在留外国人の母語に対
応した図書の配備状況
について

国立中央図書館はイギリスと
の国際相互賃借を行ってい
る。費用は郵送料のみで、国
際返信用切手で支払う。

外国人サービスは充実してい
る。移民が多いため、図書館
政策として旧植民地のアフリ
カ諸国での図書館建設なども
積極的に行われている。

外国人向けの資料について
の統計的なデータはないが、
移民の多いUK では、大きな
公共図書館で比較的様々な
言語の資料を揃えている。例
えば、マンチェスター図書館
においては、30言語以上で書
かれた7,500冊以上もの図書
と70カ国からのカセット、CDビ
デオ等の資料が用意されて
いる。

ドイツの公共図書館は、1970
年代から外国人労働者を対
象とする多文化サービスをは
じめている。現在では、外国
人労働者の2世や3世、東欧
などからの難民、ドイツへの
転勤者や留学生など、外国人
の立場が多様になり、それに
伴いニーズも多様化してい
る。国内経済の不景気のため
もあり、外国人に対する敵対
意識が強まっているが、シュ
トゥットガルト市立図書館や
ニュルンベルク市立図書館な
ど、外国人サービスに積極的
に取り組んでいるところもあ
る。

多文化サービスは、納税者で
ある在住外国人の正当な権
利として取り組まれている。ま
た、図書館の多文化サービス
は、マイノリティ住民のためだ
けのサービスではなく、マイノ
リティ、マジョリティ双方が共
生する地域社会において相
互理解を促進するために図
書館は住民を支援する、とい
う理念が根底にある。
例えばオークランド市では、
各マイノリティ集団の集住地
域に応じて、ヒスパニック住民
対象のラテンアメリカ分館や、
アジア系対象のアジア分館な
どを設けている。こうした場所
は、図書館以外の機関に対
するエスニック・リソース・セン
ターの役割を果たしている。

（39） 子どもの読書活動の振
興や読書指導の状況に
ついて

多くの図書館に児童専用セク
ションがあり、児童専用図書
館もある。これらの図書館で
は、壁が鮮やかな色で塗ら
れ、開架で配列されるなど、
子どものための工夫がなされ
ている。
ただし、読み聞かせや読書指
導に関する記述は見当たらな
かった。

2003年調べで県立図書館の
うち60館は小学校への貸出を
おこなっている。うち36館は50
校以上へのサービスを実現さ
せている。中学校に対しては
42館がおこない、うち10館は
15校以上へのサービス、また
58館において小学校入学前
の幼児へのサービスをおこ
なっている。
公共情報図書館（BPI）におい
ては、子ども向けのアニマシ
オンの舞台として地下の子ど
も劇場があり、毎週水曜日午
後に子ども向け映画を上映し
ている。

UKでは、1988年の教育改革
法によって全国共通カリキュ
ラムが導入され、リテラシー
の水準を向上させることに力
が注がれてきた。その一環と
して、児童に文字を覚えても
らうなどの目的で、メッセージ
を添え、絵本をプレゼントする
｢ブック・スタート」が1992年に
バーミンガムにおいて開始さ
れた。その後の1996年以降、
読書指導に重点を置いた政
策がとられ、各地方の多くの
図書館において読書活動が
展開されている。

CD-ROMなどのマルチメディ
ア資料を積極的に備え付ける
など、様々な方法を通じて、
子どもが本に親しむ機会を設
けている。
既に以前からドイツの公共図
書館では6歳以下の児童のた
めの絵本が正当な位置を占
め、入学前の児童の読書奨
励が図られている。図書館で
のおはなし会や読み聞かせ
はさかんに行われており、そ
のほか、子どもに絵本を読み
聞かせて絵本のストーリーを
作ってもらうなど、本へのか
かわりの場を提供する学校プ
ログラムというワークショップ
を開いている事例や、テーマ
に沿った資料（本、CD、ビデ
オ、地図、観察道具等）を大
型のトランクに詰め込みトラン
クごと学校に貸し出すトランク
図書館（Bibliothek im Koffer）
というユニークな試みがある。

児童資料の貸出は6億5,390
万件ある。児童プログラムへ
の参加者数は延べ5,180万人
であり、全国1,500館の調査で
はほとんどの図書館で規模
の大小にかかわらず実施して
いることがわかる。読書会、
ストーリーテリングなど伝統
的な児童サービスに加えて、
インターネット・アクセス研修
や、ホームワーク支援、自宅
学習児童へのサービス、乳幼
児へのサービス、家族・両親
へのサービスもある。
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調査結果の比較一覧 調査結果の概要

カナダ ロシア 中国 韓国 日本質問項目

（37） 障害者向けの図書館
サービスの全国的なシ
ステムや媒体の整備状
況について

視覚障害者の人々へサービ
スを提供する全国的な慈善
活動機関が、点字図書および
録音図書を中心とするカナダ
最大の資料を所有し、個人や
組織に提供している。この
CNIBコレクションは、DAISY電
子録音図書、録音図書、ブレ
イユ点字本、印刷されたブレ
イユ点字本、音楽、雑誌、ビ
デオ、映画、電子資料を含ん
でいる。
一方、連邦レベルでは、視覚
障害者のための情報アクセス
特別対策本部を2000年に創
設し、情報アクセスを提供す
る公共政策のフレームワーク
が展開されている。

視覚障害者のための図書館
は2003年現在、72館ある。い
ずれも連邦構成主体レベル
の図書館である。年間来館
者数は1,878,100人、蔵書冊
数は7,780,900点、貸出数は
10,276,910点、図書館総経費
は151,040,000ルーブルと
なっている。

1998年2月28日の『文匯報』
によれば、遼寧省図書館で音
声サービス・ネットワークが完
成した。これは図書館と省の
障害者連合会が1995年に視
覚障害者読書サービスセン
ターを設立したのを受けて始
まったもの。同ネットワークは
視覚障害者用の音声資料
1,000点を用意し、全国14カ所
のネットワーク参加館に発送
した。
上海図書館は図書館員と障
害者を組にして（現在では5
組）、一対一で図書を自宅へ
届けたり、求められた質問へ
のサービスなどを行い、さら
に、市や区の障害者グループ
と共同で座談会や報告会を
開くなど、文化的な障害者援
助サービスを展開している。

1977年に特殊教育振興法の
中に点字図書館設置根拠条
項が規定され、1991年には保
健福祉部の障害者地域社会
リハビリ施設として特殊図書
館と点字書及び録音図書出
版施設設置条項が整備され
た。その結果、点字図書館及
び福祉館点字図書室、公共
図書館障害者閲覧室などを
総合して約86カ所で障害者関
連図書館サービスが提供さ
れている。
図書館および読書振興法で
は、点字図書館の資料基準
を、録音テープ500点以上、
蔵書は1,500巻以上、点字タ
イプライターや音声録音のた
めの器具などを揃えると規定
している。
文化観光部と保健福祉部の
調査によれば、点字図書が
最も多いのは韓国点字図書
館（担当職員も多く35人）であ
り、録音図書の最も多いのは
韓国視聴覚障害者福祉財団
点字図書室（担当職員2人）で
ある。

障害者サービスを実施してい
る館は全国で1,712館で
（62.6%）、そのサービス形態
は多様であり、一律な数値で
の把握は難しい。1998年の調
査によれば、対面朗読487館
（28.4%）　郵送貸出587館
（34.3%）　宅配421館（24.6%）
が実施されている。また、所
蔵資料数はそれぞれ所蔵館1
館当り、録音図書1,330冊、録
音雑誌225タイトル、点字図書
574冊、点字雑誌122タイト
ル、点字FD43タイトル、点字
絵本15冊、大活字本355冊、
拡大写本218冊、さわる絵本・
布の絵本22冊、字幕手話入り
ビデオ64巻である。
障害者用資料の製作、その
相互貸借は事実上ネットワー
ク化が図られている。国立国
会図書館では、そのための情
報提供及び総合目録の蓄積
を行っている。

（38） 在留外国人の母語に対
応した図書の配備状況
について

国立公文書館と併合する前
の国立図書館には、32言語
による44万点の図書が備えら
れていた。1994年からはその
指導で、中小規模の公共図
書館も、多文化資料を備え、
活用をはかる努力がはじめら
れたが、多文化資料の書誌
管理は困難で費用もかかる
ため続いていない。
ただし、移民のおよそ半分が
住むトロントの公共図書館は
例外で、かなり多数の中国語
の資料を取り揃えており、所
蔵目録を作成している。その
ほか多文化資料も揃えてい
る。

詳細は不明である。 外国人対応は意識されてお
り、実際に外国人向けの図書
が配備されている。

多文化サービスについての
調査はほとんど行なわれてい
ない。こういったサービスは公
共図書館でほとんど行なわれ
ていないと思われる。

在日外国人の急激な増加に
より、外国語書の要求や利用
が増えている。しかし日本に
生活する外国人の母語の資
料はなかなか輸入されず、そ
の収集は極めて困難となって
いる。さらにその2世、3世の
ための親の母語の児童書は
少ない。日本図書館協会が
1998年に調査した結果によ
れば、外国語書を500冊以上
所蔵している図書館は353館
で15.5%に過ぎない。
雑誌や新聞の所蔵について
も、英語は3割近くから4割近
い図書館が所蔵しているが、
他の言語は1%未満から数
パーセントの状態である。

（39） 子どもの読書活動の振
興や読書指導の状況に
ついて

1975年、国立図書館は「児童
およびヤングアダルトの文学
への関心の向上とともにこの
領域での資源の構築、助言、
書誌作成、レファレンスサー
ビス」を実施するために児童
文学のセクションを設けた。
収集の重点は、カナダで書か
れ、描かれ、出版された図書
といった、カナダについての
図書である。図書の多くは法
定の保証金の支払いを通じ
て入手したものであるが、いく
つかは購入もしくは寄贈され
たものである。
カナダの公共図書館のほとん
どは、読書指導やストーリー
テリング、学校訪問、夏の読
書会などの子ども用プログラ
ムを催す。子どもたちは宿題
をするためにも公共図書館を
利用する。

2003年のデータでは、全国
公共図書館における14歳以
下利用者による貸出数は、
434,361,290点（貸出数全体
1,277,215,940点の34.0%）で
ある。このうち、構成主体レ
ベル中央図書館に属する「子
ども図書館」での貸出数が
220,776,390点となっている。

この20数年で、少年児童図書
館は公共図書館から独立す
る傾向が続き、専門の少年児
童図書館が設置されている。
現在、全国に県クラス以上の
独立した少年児童図書館は
80館余りある。上海には市ク
ラスの図書館が1館、区クラス
の図書館が27館、街道・郷鎮
図書館が311館、少年児童閲
覧室が3,200室ある。今後は
政府機能の調整と行政改革
の進展に伴って、公共型の少
年児童図書館は再び公共図
書館の組織に組み込まれ、
公共図書館のサービスの一
環となるとされる。
各公共図書館でも子どもに対
する読み聞かせ会や読書指
導が行なわれている。

2003年、市民団体の提案で
始まった民間放送局が放送し
た「奇跡の図書館」という番組
の影響で、子ども専門の図書
館づくり運動がさかんになっ
ている。各地方自治体でも高
い関心を示しており、全国20
館を目標に着々と設立、現在
7館が新設されている。
主に外国の優秀な例にならっ
て、韓国図書館協会や「本を
読む社会づくり国民運動」な
ど市民団体を中心に、「1つの
都市、1冊の本の読書（One
City One Book）運動、「朝の
読書」運動、「ブック・スタート
運動」などさまざまな読書運
動が展開されている。

子どもを対象としたサービス
や子どもを読書にいざなう取
り組みは多様に行われてい
る。政府および自治体は子ど
もの読書推進の計画策定を
進めている。しかし、その基
盤整備につながる施策が少
なく、現場での努力に期待す
るにとどまっている。
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調査結果の比較一覧 調査結果の概要

イタリア フランス UK ドイツ アメリカ質問項目

（40） 各種事業（映画会など）
の実施状況について
（読み聞かせ会など子
ども向けは(39)に）

イタリアの公共図書館は、図
書の保管場所というだけでな
く、「文化会館」であることが
要求されており、「多目的文
化センター」としてさまざまな
文化活動が推進されてきた。
各種展示会、映画の上映、コ
ンサート、お話会などが行わ
れている。

全般的に電子化プログラムを
推進。また、職員研修はほと
んどの県立図書館でおこなわ
れている。2003年調べで県立
のうち92館がアニマシオンを
おこない、広報は56館が出し
ている。

全体的な統計データはない
が、各公共図書館で、各種お
こなわれている。

行事・展示・ガイダンスは、全
国で年間200,273件（1館当り
18.9件）行われている。 地域
行政府の図書館では150,817
件（1館当り26.1件）、このうち
市町村立図書館では133,224
件（1館当り26.7件）である。教
会図書館を除くその他の経営
母体の図書館では5,656件（1
館当り51.9件）となっている。

高齢者向けに図書館内外で
の映画や講義、朗読などがあ
り、マイノリティ向けのプログ
ラムもあるようだがデータは
古く、現状の詳細は不明であ
る。

（41） 公共図書館の職員数
（専任・兼任・非常勤の
別など）について

国立国会図書館の職員数は
595人、公立図書館では
23,840人、うち司書資格所持
者は5,984人（25.1%）である。

有給職員総数28,000人。公共
図書館では15,000人。市町村
立図書館職員の85%が女性。
平均職員数は6名、専門職の
割合は53%。県立図書館は上
級司書116人（96館中84館）、
司書172人（77館）、その他の
職員をフルタイムに換算する
と1,451人。

UKの全体の公共図書の職員
数は25,724人である。うち専
門職は6,145.2人、その他の
職員は19,578.8人である。男
女比についてはデータがな
い。

任用職員の全国計は、フルタ
イム換算で11,080.87人（1館
当り1.05人）である。地域行政
府の図書館では10,372.07人
（1館当り1.79人）で、このう
ち、市町村立図書館は
9,292.36人 （1館当り1.87人）
となっている。
任用職員の中で、図書館専
門教育を受けた職員は、全国
で7,899.44人（1館当り0.75人）
である。地域行政府の職員は
7,379.83人（1館当り1.28人）、
このうち、市町村立図書館は
6,557.70人 （1館当り1.32人）
となっている。

9,129館の総専任職員数は13
万3,455人。司書は44,427人
で、そのうちALA-MLS（アメリ
カ図書館協会認定資格）の有
資格者は30,093人。その他の
職員が89,028人。司書職のう
ちALA-MLS有資格率は
67.7%、総職員に占めるALA-
MLS有資格率は22.5%。全館
のうちALA-MLS有資格者の
司書をおく図書館は全体の
44.6%、4072館。ジョージア
州、メリーランド州は司書配
置率100%。
州立図書館は総数3,689人、
常勤は3,441人。総職員の男
女比は、女性69.7%。ALA-
MLS有資格率は総職員の
30.7%。

（42） 司書資格の難易・給与
との関係、年間司書資
格取得者数と就職者数
について

司書制度の公的位置づけが
不明確で、図書館法の条文
に司書資格についての記述
はない。司書資格はあるが、
持っているスタッフは少なく、
採用試験においても必須のも
のではない。図書館現場での
短期研修もあるが、そこへの
参加は個人の意思によるも
のである。資格取得方法も曖
昧で、大学によるもののほ
か、地方自治体や民間組織
が行っている。

フランスには上級司書免許
DSBと司書資格CAFBの2つ
がある。資格を有するものの
割合は全体で40%程度（県立
44%、市町村立37%）。

UKにおける司書の資格は、
最終的にはCILIP(Charterd
Institute of Library and
Information Professions)が認
定している。有資格の司書
は、CILIPのメンバーまたは
フェローとして承認されてい
る。メンバーとして承認される
前提として、認定された18の
大学院で課程を修了すること
が必要である。修了後、専門
的能力開発プログラムを受け
専門職スキルを修得し、審査
を受けて、認められれば
CILIPの会員となり、すなわち
司書の資格を得る。

公共図書館で働く専門職員
は、高等職、上級職、中級職
の三段階の図書館資格に
よって分けられており、段階
別の専門職員比率は、高等
職2.2%、上級職33.3%、中級職
50.0%である（1996年）。高等
職資格取得は、学部を卒業し
た後、図書館専門大学の2年
間の図書館学教育課程を卒
業する必要があるが、図書選
択、分類、高度リファレンスと
いった職務を担当し、大都市
の公共図書館や大規模な学
術図書館の館長、部局長、主
題専門家に雇用される。上級
職には「有資格学術図書館
員」と「有資格公共図書館員」
の二つがあり、ディプロム（大
学卒業資格）に相当する。中
級職の資格は、図書館アシス
タントと呼ばれ、日本でいえ
ば司書補に近い。10年間図
書館の現場で働くことが必要
である。
上級職は専門大学で所定の
課程を修めることによって与
えられるが、フンボルト総合
大学では制度上の問題から
大学ではなく課程修了後に国
家試験を受けて免許状を得
ている。

ALA-MLSは、アメリカ図書館
協会が図書館情報学修士課
程に対して認定している。認
定校の学位が図書館員にな
る際の条件となる。2004年2
月現在で認定校は56校（アメ
リカ以外にプエルトリコ、カナ
ダを含む）。
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（40） 各種事業（映画会など）
の実施状況について
（読み聞かせ会など子
ども向けは(39)に）

カナダにおける公共図書館プ
ログラムの範囲は、非常に広
く多様であり、作家を招いた
り、お話の会のほか、「求職
の方法」や「インターネット利
用法」「資産管理」などといっ
た催しもある。2003年のカナ
ダ公共図書館統計によれば、
都市部の大型公共図書館で
は、1年間に14万のプログラ
ムが実施され、328万人が参
加したと報告されている。

詳細は不明である。 国家文化部は1989年から毎
年5月の最終週を図書館サー
ビス宣伝週間と定め、全国的
な活動を行っている。毎年、
文化部の社会文化図書館局
がテーマを1つ決定し、公共
図書館はそれにもとづき地元
や自館の実情を考慮しつつ、
展覧会、報告会、座談会、情
報発信会、教養講座、業務カ
ウンセリングなど多彩な宣伝
活動を行っている。重慶図書
館、渝中区図書館、江北区図
書館の3館は共同で1996年か
ら毎週「週末の講座」を開催
し、すでに8年になる。講座は
累計500回を超え、聴衆の数
は15万人に上る。

「図書館及び読書振興法」に
は公共図書館の機能を「情報
及び教育・文化センター」と規
定し、「講演会、感想会、展示
会、読書会、その他文化活動
及び生涯学習の主催または
奨励のための業務を行う」べ
きことを示している。プログラ
ムは文学、音楽、美術、演
劇、郷土文化、礼儀作法など
の主題別プログラムと幼年、
小・中・高校生、青少年、大学
生、成人、主婦、障害者など
サービス対象別プログラム、
図書資料、視聴覚資料などを
使用するメディア形態別プロ
グラム、図書館の直接主催、
各種団体との共同主催など
図書館支援方法別プログラ
ムなどに分けられる。参加者
数などの詳細なデータはな
い。

文部科学省の調査によると、
公立図書館での読書会・研究
会の実施は64.8%、鑑賞会・映
写会の実施は50.0%、資料展
示会の実施は38.0%である。

（41） 公共図書館の職員数
（専任・兼任・非常勤の
別など）について

州・準州立図書館を含めた公
共図書館総職員数は14,000
人（1館当り平均15.3人）であ
り、別データでは司書の総数
は11,405名と概算されてい
る。カナダ公共図書館統計に
よれば、大都市の大型公共
図書館（65館）の職員の幅は
43人から1,722人まで幅広
い。65館の職員合計は8,646
人（1館あたり133人）であり、
司書は19.3%、その他職員は
80.7%である。

全国の公共図書館の職員数
は176,166人（1館当り3.6
人）、司書の職員数は
125,728人（1館当り2.6人）で
ある。このうち図書館関係の
高等教育を受けた職員数は
49,633人（39.5%）となってい
る。町村部の公共図書館の
職員数は66,791人（1館当り
1.8人）であり、このうち、司書
の職員数は50,225人（1館当
り1.3人）、図書館関係の高等
教育を受けた職員数は、
9,167人（18.3%）である。

全国の公共図書館職員の総
数は48,792人、内訳は省クラ
ス図書館で7,169人、区・市ク
ラスの図書館で14,455人、県
クラスと県クラス以下の図書
館で25,728人（1999年末）。

図書館振興法の「司書職員」
の規定には、図書館に「大統
領令によって図書館運営に
必要な司書職員・司書教師
（日本における司書教諭）ま
たは実技教師（日本の学校司
書）を置かねばならない」とあ
る。
2003年データで、公共図書館
職員の総数は5,368人、うち
行政職は799人（14.9%）、司
書職は1,958人（36.5%）となっ
ている。専任・兼任・非常勤の
別、館長・司書・司書補の別、
男女比などは不明である。

職員数は27,826人、内訳は都
道府県で2,644人、市区で
20,334人、町村で4,848人であ
る。雇用形態別にみると、正
職員14,825人、非常勤・臨時
職員13,001人（正職員率
53.3%）である。
館長のうち司書資格をもつも
のは15.7%、正職員のうち司
書は49.1%、非常勤・臨時職員
のうち司書は45.5%である。

（42） 司書資格の難易・給与
との関係、年間司書資
格取得者数と就職者数
について

ふつう司書になるためには、
アメリカ図書館協会から認定
された大学での図書館学修
士号（もしくは同等資格）を
持っていなければならない。
大学で図書館学修士を取る
のは1年に約440人であり、あ
る大学の場合、その半数近く
が図書館司書の仕事に就い
ている。ただし、司書職の任
用の基準や資格等の条件は
個々の雇用者によって個々
に定められている。

2003年調べでは、全国の公
共図書館の職員数は176,166
人（司書は125,728人）であ
り、近年は大学卒業者の割
合が40%近くにのぼっている
が、高等資格を有する職員
が不均衡に配置されていると
いう指摘がある。図書館員の
高齢化、若い専門家が少なく
定着率が低いことも指摘され
ている。

中国ではまだ図書館員司書
資格制度、つまり図書館員の
専門職制度は形成されてい
ない。図書館労働者は、管理
員、補佐員、館員、副研究
員、研究員といった技術職の
総称であるが、実際にはこの
うちの相当数が、大学の卒業
証書さえ持っていない。

司書資格認定は韓国図書館
協会で行なう。資格取得のレ
ベルは、準司書＝専門大学
文献情報科卒業等、2級正司
書＝大学の文献情報学また
は図書館学科卒業等、1級正
司書＝文献情報学または図
書館学博士の学位取得等で
あるが、年間資格取得者数
や就職者数などは不明であ
る。

司書資格は、大学で一定の
単位をとれば各大学で取得で
きる。毎年1万人近い司書資
格取得者が生まれるが、図書
館に就職できるのは1%程度
に過ぎない。日本の公務員制
度には職階制が事実上ない
ために、資格があっても待遇
上反映されず、一般事務職と
同じである。最近は公務員全
体の定数抑制が図られてい
るために、サービス拡充を臨
時的雇用の職員、派遣職員
により補っている。これら職員
の司書有資格者が増えてい
る。
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（43） 公共図書館現職職員
の研修プログラムにつ
いて

各自治体または図書館ごとに
行われている。イタリア図書
館協会主催の月1回、2日間
の研修は計12時間でさまざま
なテーマの講義と実習が行わ
れる。その他にも、年に2回、
1週間程度の日程でヨーロッ
パ各地への視察旅行が行わ
れている。

県立は2003年調べでは89館
がおこなっている。フランス図
書館員協会の研修は13館が
おこなっている。1995年デー
タでは、専門職・フルタイム職
員の40%以上がなんらかの形
で在職者研修を受けている。
司書教育学院の研修につい
ては詳しいレポートもある。

図書館・情報専門家協会
(CILIP)は、基礎から最先端の
トピックまでをカバーする研修
プログラムを実施している。そ
のなかには、公共図書館職
員のための研修として情報通
信技術プログラムや、図書館
利用者を顧客としてとらえ動
向を探る技術を学ぶ研修も実
施されている。

詳細は不明である。 研修は各州・各自治体がそれ
ぞれ自主的に行うほか、アメ
リカ図書館協会の組織全体
で横断的に研修活動が行わ
れている。研修に関係してい
るのは、教育委員会（方針と
勧告）、人材育成リクルート部
（多様な活動の総括と調整）、
図書館継続教育ネットワーク
ラウンドテーブル（会員同士
の連携に必要な情報提供）で
あるが、実際の研修プログラ
ム実施は公共図書館部会が
担当する。またこうした研修
は、既存のテキストのオンラ
イン化などにより、インター
ネット技術を用いた開発も進
んでいる。

（44） 公共図書館で活動して
いるボランティアについ
て

図書館を対象とした統計はな
いが、ボランティア活動全体
では、1991年の世論調査で
は、42,100人がボランティア
活動をしており、そのうち
31,600人は民間組織におけ
る活動であった。1995年イタ
リア統計局調査によれば、北
部のほうが南部よりもボラン
ティア登録数は多い。
ボランティアに関する全国的
かつ詳細な統計がとれておら
ず、館数などについてのデー
タもなかった。
ボランティア活動全体から見
た教育分野の活動は7.6%で
665組織ある。このなかに図
書館ボランティアも含まれて
いると思われる。

県立図書館では約18,000人
が活動。報酬を得ているボラ
ンティアは、1995年データで
は38.9%。10.9%の図書館がボ
ランティアだけで運営されて
いる。
県立貸出図書館などの場合、
専門資格を有するボランティ
アも多い。約18,000人のうち
1,846人つまり1割程度のボラ
ンティアは、専門資格を有し
ている。

2000年6月の公共図書館にお
けるボランティアの活用報告
書によれば、UK全体では、
75%（137/209）の図書館がボ
ランティアを活用している。ボ
ランティアの活動で多いのは
宅配サービスで、75%の図書
館設置団体で実施されてい
る。この他にも、病院サービ
ス(21%)、お話会（13%）、新聞
索引作成（10%）、IT支援（9%）
等でボランティアが活動して
いる。
その他、資金調達、コミュニ
ティにおける図書館の特徴を
目立たせること、図書館施設
の利用促進、社会的行事、文
学的行事の調整などもボラン
ティアの活動のうちである。
ボランティアの登録・活用規
模について、その実態を示す
データは見あたらない。しか
し、設置団体ごとの宅配サー
ビスについてのボランティア
の規模は公表されている。1
〜50人が約60%強で最も多い
が、201人以上のボランティア
を擁する設置団体も約10%あ
る。

ドイツでは一般的にボランティ
アは図書館の領域ではほと
んど存在しない。子ども向け
の朗読会や古本市などを利
用者グループや外部の人達
と協力しておこなう場合に無
償でしてもらうことはあるが、
システムとしてのボランティア
はない。土日スタッフ等にボラ
ンティアを依頼することもな
い。
上述のようにボランティアの
システムが存在しないため、
規制、ガイドライン等も特にな
い。有料でアルバイトを雇う場
合には、どういった職種を誰
がやるかに関するガイドライ
ン（例えば夜間開館の際に情
報サービスはできないなど）
はあるが、そうしたものは各
館のガイドラインであり、一般
的なものではない。ボランティ
アではなくアルバイトが専門
職の領域を侵すのではない
かという危機感はあり、有資
格者が脅威に感じて議論と
なっている。

米国図書館友の会は全国的
な組織であり、この目的は図
書館サービスをサポートする
ことである。
また、その他のボランティアも
活躍している。サンフランシス
コの公共図書館では、すべて
のボランティアが指導講習を
受けている。勤務時間の記録
や職務評価が、職員同様に
義務づけられている。
友の会などの活動では、組織
的に、図書館サービスのサ
ポートだけでなく、予算増額
のためのロビー活動や、文学
会への招待事業などをおこな
う。会費にランクをつけ、寄贈
本の販売なども財源とし、図
書館プログラムへの寄付や
図書館スタッフの教育費への
補助なども行う。

（45） 各種の施設・設備（閲
覧室、書庫、児童室、
対面朗読室など）の状
況について

全国統計はないが、古いもの
では19世紀初頭に宮殿に付
設された図書館もあり、いくつ
かの図書館では、外見をその
ままに、内部を改修する工事
が行われている。

県立貸出図書館の総床面積
は178,250㎡（1館当り1,819
㎡）、市町村立では1,719,000
㎡（1館当り691㎡）である。市
町村立図書館の座席数は
2,723館あわせて149,290席（1
館当り54.8席）。

UKの図書館のフロア実面積
（総面積）は、1,385,276㎡
（2,141,896㎡）で人口千人あ
たりの図書館のフロア正味面
積は27.75㎡である。

各州に「公共図書館はどうい
う施設を持つべきか」「子ども
の閲覧室はどうあるべきか」
などの指針・推薦を出す専門
部署があり、それに従って公
共図書館が作られている。新
築の場合は外観などに細か
いガイドラインがある。
各種施設・設備の設置状況
に関する具体的な数値データ
は各図書館のものに限られ
る。

利用者に見合った閲覧ス
ペース、会議スペースのほ
か、収集する資料の種類や
規模、情報通信技術の活用
の程度、各種プログラム等を
勘案しつつ、施設設備を配置
する基準がある。
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（43） 公共図書館現職職員
の研修プログラムにつ
いて

図書館学における継続教育
プログラムは、大学、カレッ
ジ、および図書館協会によっ
て行われる。司書は資格を定
期的に更新することを強制さ
れてはいないが、職業柄、時
代の潮流に対応していくた
め、特にテクノロジーや経営
において定期的な研修が必
要である。都市部から離れた
地域からでも学べるよう、遠
隔会議システムやインター
ネットを利用した通信教育プ
ログラム・コースが開講され
はじめている。

大学・専門学校の図書館専
門課程は近年入学定員が削
減されており、図書館に就職
する卒業生もごく一部であ
る。このような状況下で、図
書館職員を増やすため、一
般教育しか受けていない
人々を雇用し、再教育による
専門知識と実践力の養成が
行われている。
図書館職員のための司書補
専門教育は、連邦レベル、連
邦構成主体レベルから地方
自治体レベルにいたるまで、
さまざまの研修が行われてい
る。特に連邦中央では、文化
省の援助を受けた文化芸術
再教育専門学校が、図書館
員・書誌学者、蔵書の管理・
保管者、書誌学・分析者、図
書館事業運営者、情報資源
運営者に対するプログラムを
開講している。

中国文化部では1998年から
図書館専門家による図書館
員養成の教材を編集し、図書
館員の質を高めようとしてい
る。

司書職として任命されれば館
種を問わず、司書職の全国
的な研修教育機関である国
立中央図書館の「司書研修
館」で基本教育及び選択教育
を受けなければならない。こ
の査定結果は司書職公務員
の人事考課（昇進）に反映さ
れる。

政府の行う制度的研修には、
司書専門講座、地区別研修、
新任館長研修がある。日本
図書館協会が実施するもの
では中堅職員ステップアップ
研修Ⅰ、Ⅱがある。ほかには
教育委員会や県図書館協
会、県立図書館などが主催す
る研修がある。

（44） 公共図書館で活動して
いるボランティアについ
て

カナダの多くの公共図書館で
は、「図書館友の会」がある
が、その活動は図書館によっ
て様々である。友の会は地元
で運営されているため、友の
会に関係したボランティアの
正確な人数についての全国
的統計はない。友の会の目
的は、資金調達、会員集め、
奉仕、図書館に関する積極的
な提言、識字教育の推進であ
り、活動内容は、資金調達の
行事（85.1%）、古書の販売
（74.7%）、機関紙発行
（58.8%）、図書館奉仕
（54.3%）、そしてプログラムの
サポート（40.3%）である。友の
会98団体が所属する南オンタ
リオ図書館サービスによれ
ば、図書館友の会の多くは1
つ以上の図書館あるいは分
館を支えており、70％以上が
会員数51人以下である。
カナダ図書館友の会のサイト
では、ボランティアのおこなう
仕事の例として、定期的な
ニューズレターを活字と電子
フォーマットで発行する、本を
修理する、在宅利用者に本を
届ける、など15項目を示して
いる。

詳細は不明である。 全国的な傾向はわからない
が、たとえば上海市文化局は
1998年5月の全国図書館
サービス宣伝週間に、上海市
全域のボランティア・グループ
を組織した。静安区図書館で
は、地元の専門家や教授か
らなるボランティア団体を組
織したが、この団体は図書館
業務を発展させ、皆で知恵を
出しあって活動を進めるため
に、講座や補助業務などの指
導を担当している。

2001年韓国図書館協会が
422の公共図書館を対象に調
査した結果では、195館の回
答中、102館（52.3%）でボラン
ティアが活動している。
ボランティアの活用分野は配
架及び書架整理、ラベル貼り
など単純業務が主である。そ
のほか読書指導などプログラ
ムの実施分野でも活動する。
特別な管理指針やガイドライ
ンなどはなく、主に単純業務
にボランティアを配置する例
が多いのが現状である。

都道府県立図書館では、ほ
ぼ半数の館においてボラン
ティア養成や登録制度が設け
られており、そのほかにもさま
ざまなボランティア参加促進
方策がとられている。町村立
図書館では、ボランティア養
成や登録制度を設けている
館が相対的に少なく、人口規
模に比例してその実施率は
低くなっている。
図書館ボランティアが担う主
たる業務は、読み聞かせ・お
話し会、対面朗読学校などへ
の出張事業、宅配サービス、
返却図書の配架作業が多
い。またボランティアに委ねる
ことの出来ないこととしての障
害者サービスのためのガイド
ラインも策定されている。
図書館友の会も増えており、
NPO法人による図書館業務
の受託の事例もある。

（45） 各種の施設・設備（閲
覧室、書庫、児童室、
対面朗読室など）の状
況について

カナダ公共図書館統計によ
れば、都市部の大型公共図
書館62館の平均面積は
15,100㎡である。このうち最も
小さい館は、7万人地域を2カ
所でサービスする479㎡の館
であり、最大館は248万人地
域を101カ所でサービスする
166,000㎡の館である。それら
の部屋数、広さ、使用目的な
どに関する詳細なデータは不
明である。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 閲覧席数と視聴覚室規模に
関する地域別統計しかない
が、公共図書館の建物面積
に対して、視聴覚室面積の占
める割合は4.1%である。
地域別にみて、視聴覚室が
建物面積に占める割合がもっ
とも高いのは慶尚北道
（6.9%）、もっとも低いのは光
州広域市（1.3%）、建築面積1
㎡当たり閲覧席数がもっとも
多いのは蔚山（0.34席/㎡）、
もっとも少ないのは済州道
（0.17席/㎡）である。
閲覧室面積は、2003年の国
内合計で245,735㎡である。

図書館施設面積については、
都道府県立図書館は1館当た
り8,058㎡程度あるが、市区
立、町村立図書館においては
1館当り面積が小さい。
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（46） スロープ、トイレなど、
車椅子利用者の設備
の整備状況について

設備面の数値的なデータは
得られなかった。

車椅子利用者用の設備の整
備に関する記述は見当たらな
い。古い建物が多いので公共
図書館が抱えている課題の
ひとつに思われる。

北部アイルランド北東部教
育・図書委員会においては、
37館中28館が障害者用の施
設を備えている。同様に、北
部アイルランド南部教育・図
書委員会においても、26館中
18館が障害者用の施設を備
えており、中でも、アーマー図
書館とニューリー図書館では
障害者用の駐車場を設けて
いる。

車椅子利用者に関しては、図
書館全体の具体的な数値
データは存在しない。ただしド
イツでは一般に車椅子利用
者に対して特に注意が払わ
れており、連邦レベルでの法
律「対障害者平等法」などに
よってかなり厳密にそれが適
用されている。

1990年の全米身体障害者法
に基づき、図書館の構造は障
害者の利用を考慮しなけれ
ばならないとされている。ス
ロープの設置や、障害者運転
自動車の駐車スペース、車椅
子可能な書架間隔の保持な
どを求めている。

（47） コンピュータの設置状
況(職員用・利用客用)
について

ボローニャ市内の市立図書
館では、利用者用のコン
ピュータが設置されており、貸
し出し登録と同時にＩＤが発行
される。

2003年調べで県立ではパソコ
ン導入館が92館、パソコン台
数の総数は2,437台。2,000人
以上の住民を擁する市町村
立図書館のうちコンピュータ
を導入しているのは52.8%
（1,156館）。

UKの公共図書館に設置され
ているWeb-OAPC、インター
ネットへのアクセスCD-ROM
利用のための端末総数は、
市民用23,504台で、これを1
館あたりに換算すると5.7台と
なっている。職員用の端末
は、全体で18,919台で1館あ
たりに換算すると4.6台となっ
ている。

ドイツの公共図書館における
コンピュータの導入状況は、
全体の30%程度と低い。

データベース等のサービスは
9,129館のうち90.3%の館で提
供されている。2002年の調査
では、公共図書館の99%でコ
ンピュータ等の技術が利用さ
れている。もっとも利用されて
いるのはインターネット、電子
メール、Web-OPAC、デスク
トップ・コンピュータである。
州立図書館では、端末の設
置、ネットアクセス、電子メー
ル利用、ネットワークサーバ
の設置率は100%、ウエブサイ
トについては97%が実施して
いる。

（48） インターネットの利用や
セキュリティ保持の状
況について、またイン
ターネットの利用につい
て市民の情報アクセサ
ビリティを高めるための
講習指導が行われてい
るか

全国的な統計はないが、ミラ
ノ市立図書館では、140ある
閲覧席のうち、コンピュータの
ある席は12席、コンピュータ
持ち込みのできる席が4席あ
る。ほかミラノ市内の15図書
館で数席ずつのインターネッ
ト利用席がある。
市民を対象としたインターネッ
ト講習会などが行われている
かどうかは、不明である。
近年、気軽に電子資料（イン
ターネット資料からCD-ROM
などのデータベースや音楽
CD）を利用できるよう、都市
部でメディアテーカの整備が
進められ、パソコン台数は相
当数用意されている。

県立のうち22館がミニテルに
より、10館がウェブでオンライ
ンカタログにアクセス可能。
1998年調査でコンピュータを
導入していた1,159館のうち
188館でインターネットのアク
セスが可能であった。利用制
限付きの館もある。
多くの図書館でさまざまな講
習などが行われているが、イ
ンターネットについて具体的
に示されたレポート等はな
い。

インターネットのアクセス環境
を提供している図書館は
3,038館で、全体の73%であ
る。また、地方の設置団体ご
とにコンピュータのスキルを
向上させるための講習指導
等が取り組まれている。

詳細は不明である。 公共図書館の96.2%がイン
ターネットを利用できる状況
にある。職員だけが利用可能
な館が1.3%、利用者が利用で
きる館は94.9%である。
インターネット活用に関する
講習会は多くの館で行われて
おり、講習会がいつ行われる
かを、図書館の行事カレン
ダーなどで確認することがで
きる。
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（46） スロープ、トイレなど、
車椅子利用者の設備
の整備状況について

カナダの図書館は、魅力的な
建物ではあるが旧式で車椅
子では利用しにくい建物が多
く、資金面で制約を受けてい
る。国連障害者の10年（1983
～1992）以降、図書館の多く
は新たなサービスの提供、施
設の改善などによって、障害
者サービスを向上させてき
た。

詳細は不明である。 新築または改修した図書館
は、関係規定により障害者
サービスの設備を整えること
が多い。上海図書館新館は、
広場の入口から玄関入口ま
で障害者用に通路を設け、エ
レベーターで館内を自由に行
き来できる構造になっており、
さらに車椅子2台を用意し、無
料で貸出す。この他専用トイ
レと車椅子利用者用の押しボ
タンや標識がある。

障害者のための施設は整備
されているが、特に統計的調
査は行なわれていない。

障害者が公共施設を利用で
きるよう法律等により推進さ
れた結果、車椅子による利用
が容易になってきた。しかし
障害に応じた状況にはなって
いない。日本図書館協会調
査による障害者用設備の整
備状況は次の通りである。身
障者用トイレ1,711館
（74.3%）、玄関等スロープ
1,415館（61.4%）、車椅子配備
935館（40.6%）、障害者配慮
のエレベーター829館
（36.0%）、障害者用駐車場
824館（35.8%）、館内点字ブ
ロック589館（25.6%）、拡大読
書器563館（24.4%）、対面朗
読室・録音室533館（23.1%）、
案内の点字・拡大文字表示
178館（7.7%）、誘導チャイム
118館（5.1%）、触案内図95館
（4.1%）、点字プリンター86館
（3.7%）、高さ調節のできる机
80館（3.5%）、パソコン点訳シ
ステム75館（3.3%）、利用者用
ファックス28館（1.2%）、難聴者
用電話24館（1.0%）、磁気誘導
ループ13館（0.6%）、緊急用点
滅ランプ294館（12.8%）。

（47） コンピュータの設置状
況(職員用・利用客用)
について

カナダの全公共図書館のうち
98%はインターネットに接続さ
れ、90%以上は図書館利用者
に無料で開放されている。

全国の公共図書館のうち、コ
ンピュータは3,814館（7.8%）に
21,451台が設置されている。
町村部の公共図書館でコン
ピュータが設置されているの
は875館（2.3%）で1,400台であ
る。

新技術の応用に従って図書
館業務の内容、方法、手段、
サービスのレベルなどは根本
的に変化している。1979年以
前は図書館業務はほとんど
手作業で行われていたが、
1980年以降、マイクロ技術、
AV技術、コンピュータ、ネット
ワーク、デジタル技術が多く
の図書館で応用されている。
1991年に中国語MARCが国
内外で発行され、1999年から
北京図書館全館のコンピュー
タ・ネットワーク・システムが
正式に利用され始めた。現在
全国1/3の県レベル以上の公
共図書館はコンピュータ化さ
れた。現在、1.8%の利用者は
公共の図書館でインターネッ
トを利用する。

2002年度データで、公共図書
館における図書館電算化の
現状は424館（図書館数455
館のうち回答館431館の98%）
である。内訳は、主電算機
183館、Workstation49館、
PC-server96館、PC103館。
通信網は教育網、研究網、超
高速国家網、政府網の別が
あるが、超高速国家網を使用
する館が最も多く（利用者用
として186館、業務用として
196館が導入）、政府網を使
用する館が業務用に56館、
利用者用に42館となってい
る。

全国公共図書館協議会の
「2001年度公立図書館におけ
る電子図書館のサービスと課
題に関する実態調査報告書」
によれば、貸出や蔵書管理を
行う電算システム（図書館業
務管理システム）の導入館は
1,352（81.6%）である。政令市
と特別区の図書館では100%、
政令市を除く市立図書館では
88.1%、町村立では75.9%と
なっている。
また、業務用端末機の総台
数は18,486台で、1館当り13.7
台である。利用者用の端末は
5,969台で、1館当り4.4台と
なっている。

（48） インターネットの利用や
セキュリティ保持の状
況について、またイン
ターネットの利用につい
て市民の情報アクセサ
ビリティを高めるための
講習指導が行われてい
るか

カナダのほぼすべての図書
館には、インターネットに接続
可能なコンピュータが設置さ
れている。フィルタリングソフト
に関わる条件は国では規定
されておれらず、すべての図
書館は独自にインターネット
利用規定を定めている。
前述したように、インターネッ
ト講習も公共図書館の各種
事業のひとつであり、多くの
図書館でコンピュータおよび
インターネットの利用に重点
をおいたプログラムが設けら
れている。

全国の公共図書館でイン
ターネット接続している館は
1,343館（2.8%）、町村部の公
共図書館では220館（0.6%）で
ある。
市民の情報アクセサビリティ
を高めるためインターネット
等の講習指導も行われてい
る。

1990年代から力のある大・中
規模の図書館には館内、地
域内のLANが設けられ、政府
もネットワークの構築を重視
し、各種のネットワークが
続々設けられている。1998年
にインターネットを通じて検索
できる公共図書館と大学図書
館は100館以上あり、北京図
書館のホームページを通じて
100万ページの資料がフルテ
キストで検索できるようになっ
ている。1996年からはデジタ
ル図書館の研究が始まり、
1997年7月から「中国におけ
る実験的なデジタル図書館」
計画が制定、実施され始め
た。
インターネットの利用につい
ての講習指導も行われてい
る。

1999年時点で公共図書館の
インターネット接続率が
70.9%、インターネットサービス
提供率が50.4%であった。文
化観光部は、全国400館の公
共図書館すべてを対象に総
計349億ウォンを投じて整備
を開始し、実施初年度（2001
年）に144館で「デジタル資料
室」の整備を行った。これは，
インターネットサービスのため
に端末を5台～50台配置した
専用室である。
各公共図書館で生涯学習の
一環として講習会が行なわれ
ているが、調査資料は公表さ
れていない。

全国公共図書館協議会の
「2001年度公立図書館におけ
る電子図書館のサービスと課
題に対する実態調査」によれ
ば、インターネット接続は
1,226館（73.9%）で可能となっ
ている。台数は業務用5,968
台、利用者用1,383台である。
なお、利用者用に接続された
パソコンを設置している図書
館は432館（インターネットに
接続している図書館のうち
35.2%）であり、まだ「業務用と
してインターネットを導入し
た」という段階にとどまってい
ることがわかる。課金につい
ては29館が行っている。
インターネット活用の講習は
多様に行われているが、情報
リテラシー支援講座は85館に
とどまる。
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調査結果の比較一覧 調査結果の概要

イタリア フランス UK ドイツ アメリカ質問項目

（49） 利用者のパソコン用の
電源と情報端末の整備

状況について

統計データは得られなかった
が、ミラノ市立図書館では利
用者がノートパソコンを持ち
込んで作業できる席が4席あ
る。(48)でも触れたが、メディ
アテーカでは、館内設置のパ
ソコン同様、持込用の電源と
情報端末が相当数用意され
ている。

ノートパソコンについては特
にないが、情報端末について
は(47)に併載。

UKにおける、利用者が持ち
込むノートパソコン用の電源
の状況についての統計報告
は見られない。

数値としては把握されていな
いが、着実に増加しつつあ
る。古い大図書館のように壁
面書架と長い机の列が続く大
きな閲覧室の代わりに、ここ
30年間に建てられた図書館
では一人用または二人用の
作業机を配置する形式の閲
覧室が増えている。パソコン
が装備された、または形態し
たノートパソコンのための電
源が用意された「一人用の作
業机」は、ますます頻繁にみ
られる。そして作業机全体の
数は、以前より著しく増加して
いる。

様々な公共図書館で個人所
有のノートパソコンでインター
ネットを接続することが可能と
なっている傾向がみられる。
しかしまだ個人所有のノート
パソコンによる接続を許可し
ていない図書館も存在する。
そういった図書館では、図書
館で用意したパソコンで接続
するように指導している。
ニューヨーク公共図書館のよ
うに、ワイヤレスでのインター
ネット接続をおこなっている図
書館もある。

（50） Web-OPACやデータ
ベースの利用とオンラ
イン・レファレンスの実
施について

ほとんどの公共図書館のウェ
ブサイトにWeb-OPAC が掲
載されている。他館の蔵書検
索についてはすべてのウェブ
サイトにあるわけではない
が、無い場合でも同じコムー
ネ内にある図書館であれば、
そちらのウェブサイトへリンク
が張られている。他のコムー
ネの公共図書館や県立・州立
図書館、大学図書館などの蔵
書を検索したい場合はSBNを
利用するのが一般的である。
オンライン・レファレンスは、
ウェブサイトやメールアドレス
を持っている公共図書館では
ほとんど実施している。

市町村立図書館のウェブサイ
トは、属する市町村のサイト
に含まれる場合と、独立した
サイトを持っている場合があ
る。1998年時点で14の市町
村立図書館がネット上に目録
を公開している。41の市町村
図書館はその他のサービス
を提供している。その他の大
多数は、図書館の紹介にとど
まっている。
オンライン・レファレンスにつ
いては詳しい資料はない。

UKでは、公共図書館のウェブ
サイトに図書館に関連する
サービスや地域の読書関係
のサイト等へのリンク集など
が多く見られる。Web-OPAC
を提供する図書館は、全体の
73%である。
UKでは、高度な機能をもつ図
書館により専門的なレファレ
ンスが伝統的に実施されてき
たが、最近では、Webを活用
したオンライン・レファレンス
が多くの公共図書館で実施さ
れている。例えば、ほとんど
図書館がリンクに入れている
「ライブラリアンに聞こう」（Ask
a Librarian）というサイトは、1
日24時間、1年365日のオンラ
イン・レファレンスサービスで
ある。質問がオンラインで送
られ、当番の図書館に自動的
に転送され、当番館が直接、
質問者に対して回答する事業
である。これ以外にも、それ
ぞれの図書館のウェブサイト
でオンライン・レファレンスの
案内が表示されている。

大規模な図書館では、Web-
OPACが設けられている。ま
たいくつかの図書館が共同し
てOPACを設けているオンライ
ン総合目録もある。
オンライン・レファレンスは明
記されていない場合が多い
が、図書館のサイトからメー
ルを利用してさまざまな問い
合わせが可能である。

ウェブサイトによる図書館の
情報提供の代表例が、ペンシ
ルバニア州のパワーライブラ
リーである。州内公共図書館
の電子資料の共有化をはか
り、インターネットを通じて
サービスを提供している。公
共図書館、学校図書館、州立
図書館で利用できるが、自宅
からでも近くの公共図書館の
ウェブサイトにアクセスしてパ
ワーライブラリーの情報を利
用することが可能である。
また、2000年調査によると、
公共図書館の71%が何らかの
形でデジタルレファレンス
サービスを実施している。主
にインターネットを介したレ
ファレンス質問のやりとりであ
り、現在の主流は、電子メー
ルかウェブフォームからの質
問（メールレファレンス）であ
る。州立図書館のうち、現在
47州で質問・回答の際にイン
ターネットを利用している。
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調査結果の比較一覧 調査結果の概要

カナダ ロシア 中国 韓国 日本質問項目

（49） 利用者のパソコン用の
電源と情報端末の整備

状況について

図書館の多くでは、利用者が
持ち込んだノートパソコン用
の電源を提供しており、これ
らの機器を用いてインター
ネットに接続することを許可し
ている。電源の数、情報端末
の数などの詳細は不明であ
る。

詳細は不明である。 詳細は不明である。 国立中央図書館では提供さ
れているが、全国規模の統計
は存在しない。

2003年の調査によると、利用
者にネットワークコンセントを
提供している館は、都道府県
で4館、市区で28館、町村で
29館である。ノートパソコンの
貸出は、都道府県で3館、市
区で15館、町村で16館で実施
されている。

（50） Web-OPACやデータ
ベースの利用とオンラ
イン・レファレンスの実
施について

カナダのほとんどの図書館は
ウェブサイトを開設している。
一般には、ほとんどの図書館
のサイトにOPAC検索ページ
があり、なかにはリンク集や
データベースを提供している
ところもある。地域間協定を
結んでいる図書館では、他地
域の蔵書検索という選択肢を
提供している場合もある。
4つの州では、全域を対象に
オンライン・レファレンス・サー
ビスが実施されており、2つの
州では、バンクーバー公共図
書館とトロント公共図書館が
提供するオンライン・レファレ
ンス・システムを利用できる。
また、都市部の大型公共図
書館のほとんどが、オンライ
ン・レファレンス・サービスを
提供している。

書誌データベースに含まれる
レコードの総体（総合容量）
は60,392,000冊で、このうち
の1,529,000冊は町村部の図
書館に所蔵されている。電子
目録を作成する公共図書館
は1,214館（2.5%）で、うち町村
部の図書館数は180館（0.5%）
にすぎない。
オンライン・レファレンスにつ
いての詳細は不明である。

中国のトップレベルである「中
国国家図書館」「上海図書
館」などのウェブサイトには、
Web-OPAC、他館の蔵書検
索、プロバイダー提供のデー
タベース、リンク集等が掲載さ
れている。また、これらの図
書館では、オンライン・レファ
レンスを実施している。
中国国家図書館は、1999年
から「中国デジタル図書館プ
ロジェクト」を開始した。データ
ベース構築は1970年代まで
は文字型の書誌データベー
スが中心だったが、書誌デー
タベースの完成に伴い、ネッ
トワーク化の重点はネット
ワーク資源と全文情報に移行
した。各省や市の情報セン
ターは、中国科学技術情報研
究所開発の中国情報システ
ム（ChinaInfo）を通じて、ネット
上の情報サービスを行ってい
る。ネット上に公開されている
データベースは66である
（1997年）。

現在、「公共図書館デジタル
資料室構築事業」により、全
国348の図書館にデジタル資
料室が設置され、全432箇所
ある公共図書館の87%のデジ
タル化が行われた。また、イ
ンターネット基盤図書館ネット
ワークが実現され、国立中央
図書館と韓国教育学術情報
院が収集した公共図書館綜
合目録350万件と大学・専門
図書館綜合目録670万件、30
万巻に逹する原文DB、 3,064
種の学術誌を全国どこからで
も検索・活用することができ
る。国家電子図書館では国立
中央図書館、国会図書館、法
院図書館、韓国教育学術情
報院など7つの機関が収集提
供する1億5,000万ページの原
文データベースも見られるよ
うになった。
オンライン・レファレンスはす
べての図書館で実施されてい
るわけではないが、一部の図
書館でオンラインの掲示板に
よるサービスが行なわれてい
る。

2003年の調査によると、館外
からのWeb-OPACやオンライ
ン・レファレンス利用に対して
対応できる図書館は、都道府
県44館、市区362館、町村253
館であり、全体の実施率は
54.1%である。
オンライン・レファレンスに関
しては、インターネットからの
レファレンス質問の受付を実
施している図書館が、全体で
235館ある。また、携帯電話
からの質問受付を行っている
館が55館ある。
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